
年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

茨城北農業共済事務組合、水戸農業改良推進協議会、茨城県穀物
改良協会、奥久慈うまい米生産協議会等への負担金の支払い。臨時
雇用者への賃金の支払い。

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

一般事務

年度）

3,468

（計画）

27年度25年度

3,500

29,127

（見込）

26年度

事業概要

87

3,810

7
10

千円

05

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
1 活力ある農業の振興を図る

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

茨城北農業共済事務組合、水戸農業改良推進協議
会、茨城県穀物改良協会等への負担金の支払い。

29,127

（2）投入量の推移 単位

87

27年度（計画）

効率的かつ安定的な農業経営が図れるよう、農業者
をサポートしつつ、生産性を高め、規模拡大から認定
農業者まで支援する。

事 業 費 計 (A) 31,147 30,280

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

特に変化なし。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

32,854 32,456

一 般 財 源

0

田口 晴絵

3,500

0.37人

0.00人

□

（実績）

2

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 農業経営の発展

事務事業評価シート
平成26
平成26 7

0.37人

2,090

0.32人

0.00人

0.37人

0

千円

千円

0.00人

2,090
00 00

特になし。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

正 規 職 員

32,370

84

国 庫 支 出 金

87

29,231
千円

29,231

認定農業者 人

農業振興事務費

0

人

0

農業振興事務を円滑に進めるため、茨城北農業共済事務
組合や関係各協議会への負担金補助。臨時雇賃金等。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

農業振興事務費

款

農業振興グループ

01
目

03

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

29,127

24年度（実績） 26年度（見込）

平成25

産業部 農政課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

農家

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

農家数

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

30,280

1,707 2,090

1,707

0
0

30,366
30,366

2,090

31,147

0
0
0
0

30,280

負担金

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

84

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

30,280
0

30,280

2,090
030,280

0.37人

0.00人

32,370

2,090
0.00人

2,090

2,090

国の農業災害対策、政策保険として運営されるNOSAI制度を実施している茨城北農業共済事務組
合は、那珂川以北の市町村で構成しており、農業者の安定的な農業経営を図る。

32,370
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(予算への反映)
□ 終了 ■ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

□ 現状維持 □ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

○

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

農業振興事務に関する市からの各協議会等への負担金交付事務等は、市以外にはできない。

NOSAI制度は国の農業災害対策として運営される公的保険制度であり、各協議会等の負担金も
均等割り等によるものである。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

千円)

千円)

763

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

関係各協議会との連携を図り、那珂市の農業振興に寄与する。

□

削減

成
果

災害が発生した時に共済金を支払い農業経営を守る。

類似事業がないため統廃合の余地はない。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

NOSAI制度は国の農業災害対策として運営される公的保険制度であり、削除余地はなく、農業者
の経営を支えるための円滑な事務処理を進める上では人件費の削減余地もない。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

現状通りで特に改革改善はない。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

・共同防除の申込みや区域設定及び那珂市病害虫防除隊へ
の補助金交付

・防護柵や電気牧柵等を設置した農業者に対しての補助金
交付

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

補助事業

年度）

3,500

（計画）

27年度25年度

3,500

3,032

758

（見込）

26年度

34

150
イノシシ捕獲数

3,032

事業概要

85.0

1,646

1

3,468

1,646

18
10

千円

05

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
1 活力ある農業の振興を図る

イノシシ等被害防止対策事
業実施後の被害量

1,646

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

市内の空中散布区域水稲作付面積1,232ヘクタール
のうち、実施面積731ヘクタールで8月上旬に那珂市
病害虫防除隊が実施した事に対し2,924千円補助をし
た。
イノシシ・ハクビシン等の獣類による農作物の被害

を防止するため、農業者又は農業団体が実施するイ
ノシシ被害防止対策事業に対し、補助金を交付した。

758

イノシシ等被害防止対策事
業補助金

2,832

181

1,646

（2）投入量の推移 単位

85.0

ha

86

15

27年度（計画）

24
牧柵等の補助件数

良質米の生産を図り、生産性を高めることにより農業
所得の向上を図る。イノシシ等の被害による収穫皆無
面積の削減。

事 業 費 計 (A) 2,756 4,106

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

平成１８年度より有人ヘリコプターから無人ヘリコプターの空中散布に切り替わり、個々の農家の
希望により、実施する場所と実施しない場所が生じ、一斉防除ではなく個々の農家の防除作業受
託の形に変化した。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

4,700 5,023

一 般 財 源

0

1

150

34

131

1 1

飛田 慎

3,500

0.30人

0.50人

150

□

那珂市イノシシ等被害防止対
策事業補助金交付要項

（実績）

3,810

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

2 安全な食料の安定供給

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

0.30人

1,886

0.37人

0.50人

0.30人

200

千円

千円

0.50人

1,886
200200 200200

470

農家からは、個々で防除を実施するのは困難なため、無人ヘリによる防除は助かるとの声があ
る。イノシシ等被害防止対策事業については生息範囲の拡大により補助金額の増額が要望されて
いる。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

470

正 規 職 員

5,992

3,032

78.1

267 470

国 庫 支 出 金

85.0

件

補助金額

708
ha

千円

2,924

731

1等米の比率

1

％

農産物被害防除事業

0

千円

人

ha

0

・水稲における病害虫の共同防除 ・農作物に対するイノシ
シ等の被害防止及び捕獲

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

農産物被害防除事業

款

農業振興グループ

01
目

03

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

水稲作面積
1,646

758

24年度（実績）

34

頭

26年度（見込）

昭和38

平成25

産業部 農政課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

水稲稲作農家・防護柵等設置農家

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

農家数

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

4,106

1,944 1,886

1,744

0
0

3,137
3,137

1,686

2,756

0
0
0
0

4,106

実施面積

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

84.7

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

4,106
0

4,106

1,686
04,106

0.30人

0.50人

5,992

1,686
0.50人

1,886

1,686

昭和３８年頃から、良質米生産をするため、水稲の防除については一斉に広範囲の水稲作付圃場
にわたって行った方が良いとの観点から開始。
獣類による被害報告が多数寄せられ、農家の自衛意識の向上を図るため開始。

5,992
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

■ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

○

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

米の品質向上と農家経営の安定化を図るのは市の責務であり妥当である。

農家が希望する水田のみに散布を実施しているため。
また、鳥獣害の増加量・移動範囲等が予測困難なため、今後発生する被害等の見込が困難であ
るため。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

家畜伝染病、農作物の病害虫、イノシシなどの鳥獣被害の予防に努める。

□

削減

成
果

単年度で計算すると繰越金はほとんどないため、受益者負担金は適正である。鳥獣被害は自衛
防御が基本で、農家へ自衛の意識向上を図るためにも受益者負担は必要で補助率は適正であ
る。

米の品質低下が懸念される。
また、現在においてもイノシシ等の被害報告がなくならないため。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

事務費の削減は、農家の負担増となる。
農家経営の安定化を図るのは市の責務である。また、イノシシ等の被害が無くなるようにするため
であり削減は難しい。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

現状通りで特に改革改善はない。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)

- 4 -



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

認定農業者、農業機械士会、集落営農組織、新規就農者等の活動
に要する事務及び補助金の支払い

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

5

補助事業

年度）

87

（計画）

27年度25年度

87

8,460

15

（見込）

26年度

8.0

7
制度活用者数（利子補給）

8,460

事業概要

15

45

63.6

84

45

2
28

千円

05

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
1 活力ある農業の振興を図る

過去に1回以上活用した対
象者

424

43

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

認定農業者等が購入する機械等の購入費に対し、２
０％を補助金として交付した。認定農業者は上限100
万円、規模拡大者及び特産物開発者は上限50万円。
農業の経営安定を図るために、申請のあった認定農
業者の利子助成を行った。

15

支援費補助件数(利子補給)

8,991

9

千円

43

（2）投入量の推移 単位

15

％

8

8.3

27年度（計画）

6.7過去に1回以上活用した対
象者

(経営支援)認定農業者、規模拡大者、農産物開発
者、茨城ほしいも対策協議会那珂支部の会員を金融
面から支援し、経営基盤の強化を図ることにより、効
率的かつ安定的な農業経営が図れる。
(利子補給)認定農業者を金融面から支援し、経営基
盤の強化を図れるようにするとともに、農地を有効に
活用し、生産性を高める。

事 業 費 計 (A) 13,960 15,093

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

（経営支援）認定農業者に加えて規模拡大者、特産物拡大者及び茨城ほしいも対策協議会那珂
支部の会員も対象となった。
（利子補給）農業の近代化、集積化により大型機械等を購入する農家が増加してきた。

3,738

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

16,643 22,515

一 般 財 源

10,176

63.6

6

6.9

7

61.4 63.6

和地 静香

87

0.54人

0.00人

7

■

那珂市認定農業者等経営支援補助金交付要
項、那珂市農業基盤強化資金利子助成金交
付要項

（実績）

84

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

4 担い手による農業の展開

事務事業評価シート
平成26
平成26 7

0.54人

2,715

0.55人

0.00人

0.54人

0

千円

千円

0.00人

2,715
00 00

6

特になし。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

7

正 規 職 員

17,578

8,460

357

13

11

622

8

552

国 庫 支 出 金

15

％

支援費補助金額(経営支援)

13
件

件

8,460

14

制度活用者数（経営支援）

64.3

経営体

担い手育成支援事業

5,108

千円

経営体

経営体

0

地域農業の中心的担い手である認定農業者、集落営農
組織、新規就農者等に対し支援を行う。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

担い手育成支援事業

款

農業振興グループ

01
目

03

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

茨城ほしいも対策協議会那
珂支部会員

45

15

24年度（実績）

484

8.0

経営体

26年度（見込）

平成25

産業部 農政課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

(経営支援)認定農業者、農業機械士会、集落営農組
織、新規就農者、茨城ほしいも対策協議会那珂支部
会員 (利子補給)認定農業者

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

認定農業者数

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

14,863

2,683 2,715

2,683

0
0

9,624
19,800

2,715

10,222

0
4,954

0
0

9,909

支援費補助件数(経営支援)

支援費補助金額(利子補給)

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

14

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
5,108

0
0

9,985
0

9,985

2,715
015,093

0.54人

0.00人

17,808

2,715
0.00人

2,715

2,715

（経営支援）平成11年度に那珂市認定農業者等連絡会を設立した際、会員より要望があり、平成
12年度より当事業を導入した。
（利子補給）経営規模拡大を考えている認定農業者を支援する。

17,808

- 5 -



(予算への反映)
□ 終了 ■ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 □ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

○

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

（経営支援）農業の衰退、農地の荒廃を食い止める必要がある。
（利子補給）那珂市農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想において目標とする農業
経営体を育成するため。

（経営支援）機械等補助については、予算の関係上希望者全員に補助できない場合がある。
（利子補給）経営改善資金計画書の審査が厳しいため、借入者の件数は増えない。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

補助金交付要件の見直し 千円)

千円)

290

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

農業の担い手が高齢化しているので、青年就農支援や農業従事者の確保を図る。

□

削減

成
果

（経営支援）認定農業者等の経営支援補助のため適正である。
（利子補給）要項により決定しているため今以上の負担は求められない。

（経営支援）農業者の高齢化、後継者不足又は集積化による大型機械化の農業経営は避けられ
ない。
（利子補給）農家の負担増につながり、生産拡大等に取り組む意欲の低下を招く。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

事業費の削減は、農家の負担増につながる。
認定農業者等の計画達成状況を評価する等の事務量が増大することを考えると、現状の人員が
必要である。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

現状通りで特に改革改善はない。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)

- 6 -



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

ヘアリーベッチ等種子代の一部助成及び規格外麦の無料配布

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

補助事業

年度）

205

（計画）

27年度25年度

205

5,000

146

（見込）

26年度

0
ひまわり作付農地面積

5,000

事業概要

8

100

205

2
10

千円

05

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
1 活力ある農業の振興を図る

麦作付け農地面積

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

ヘアリーベッチ種子代の一部助成
規格外麦の無料配布
ひまわり実験栽培の業務委託

146

4,250

（2）投入量の推移 単位

8

ha

0

27年度（計画）

農地の適正管理 環境の保全

事 業 費 計 (A) 576 328

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

平成21年12月15日農地制度の改正により、遊休農地の所有者に対する指導・通知・公告・勧告
までの手続を農業委員会が一貫して行うこととなった。（農業経営基盤強化促進法→農地法）

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

2,201 2,111

一 般 財 源

0

100

00

81 100

田口 晴絵

205

0.36人

0.00人

0

■

那珂市遊休農地解消対策補助
金交付要項

（実績）

197

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

3 農地の有効活用

事務事業評価シート
平成26
平成26 7

0.36人

1,660

0.28人

0.00人

0.36人

0

千円

千円

0.00人

1,660
00 00

市民からヘアリーベッチは隣地へ種子が飛ぶ等の影響があり、取り組み難いとのこと。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

正 規 職 員

2,288

5,000

1

国 庫 支 出 金

8

麦の配布数量

4
千円

4,250

21

補助対象農地面積

82

ha

遊休農地解消対策事業

0

㎏

ha

0

遊休農地の解消対策として、ヘアリーベッチ等の導入を普
及・促進し、雑草の抑制・砂埃などの環境保全対策を図って
いる。 また、遊休農地対策の一環として冬場の土壌飛散
防止のため麦の作付けを推進している。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

遊休農地解消対策事業

款

農業振興グループ

01
目

03

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

146

24年度（実績）

ha

26年度（見込）

平成25

産業部 農政課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

遊休農地

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

遊休農地（耕作放棄地）面
積

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

628

1,625 1,660

1,625

0
0

451
451

1,660

576

0
0
0
0

628

種子の補助金額

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

2

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

328
0

328

1,660
0328

0.36人

0.00人

1,988

1,660
0.00人

1,660

1,660

担い手の不足や高齢化及び農産物価格低迷などにより、遊休農地が急速に増加し、雑草の繁
茂や病害虫の発生源並びに土壌飛散による地力の低下等が問題となり、遊休農地の解消が課題
となった。

1,988
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 ■ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 □ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

○

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

食料自給率向上に向けて、大きな手段として農地の効率的利用と構造改革の加速化を促進する
ための担い手への農地の利用集積の促進、耕作放棄地の発生予防・解消する必要がある。

助成対象とする種子の種類をヘアリーベッチ、ナタネ及びアカクローバーとし、取組みやすくした。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

遊休農地解消対策補助交付要項においてヘア
リーベッチ以外（アカクローバー・菜の花）の種
子も助成の対象とする。

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

遊休農地について、土壌飛散や雑草の繁茂を防止するとともに、麦などの作付を奨励していく。

□

削減

成
果

補助金の額は２５％の助成金であり、残りの７５％は受益者の負担となっているため、公平な配分
である。

類似事業がない。
雑草の抑制、砂埃防止のほか、緑肥などの環境保全が期待できる。遊休農地の発生を防止する
ために有効で廃止または休止することはできない。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

補助金である事業費を削減すると受益者の負担が増加するため、事業に取り組む農業者が減少
し、遊休農地が増加することが懸念される。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

52

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

麦の無料配布を増やし、希望者に麦が行き渡るようにする。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ □ ■
（

2,461

2,461

平成6年度に農林水産省の地域農業基盤確立農業改善事業の産地形成促進施設として国庫補
助を受け、平成8年度に竣工し、開館した。

0

0.00人

0.00人

0

0
0.00人

0
0

0
0

0
20,5910

0

千円

0
0
0

1,000
19,591

0
0
0千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0
0
0

1,000
2,399

指定管理料（3年間）

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

46,841

3,399

2,468 2,461

2,468

0
1,000

18,590
19,590

2,461

18,900

26年度（見込）

平成25

産業部 農政課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

指定管理者（H23年度～H25年度）
市直営（H26年度）

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

「しどりの湯」施設数

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

旧「しどりの湯」施設数
1

0

24年度（実績）

％

施策名

事業期間

しどりの湯管理事業

款

農業振興グループ

01
目

03

事業名
基本事業名

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

しどりの湯管理事業

0

千円

施設

施設

0

余暇活用施設「しどりの湯保養センター」の建物管理を行
う。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

施設の管理費（H26年度）

19,500
千円

0

19,500

利用者数（H25年度末閉館）

0

人

0

44,752

国 庫 支 出 金

0

正 規 職 員

5,860

震災により休館した際、市民から再開を望む声が多く寄せられ、H24.2.10に再開したが、 平成24
年度に実施した事業仕分けにより「不要」と判定され、その後の検討によりH26.3.31に閉館、再利
用することとなった。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等
千円

千円

0.00人

0
00 00

0.44人

0

0.48人

0.00人

0.00人

0

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

2 健康づくりの推進

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

和田 哲郎

0

0.44人

0.00人

0.0

□

余暇活用施設「しどりの湯保養センター」の設
置及び管理に関する条例

（実績）

1

実施計画
対象事業

0

0.078.0

0 0

1,000
0

28年度（計画）

22,368 22,051

一 般 財 源

0
地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

平成20年度より3年間指定管理者制度により運営を行う。東日本大震災により修繕が必要となっ
たため、平成23年度は休館し、施設の修繕を行い、指定管理料を見直して継続したが、平成25年
度末をもって閉館となった。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

事 業 費 計 (A) 19,900 0

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

（2）投入量の推移 単位

0

件

76.0

27年度（計画）

適正に管理することで利用者の増加を図る。健康に
留意し生活してもらう。（H23年度～H25年度）
適正に管理する。（H26年度）

0

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

指定管理者制度の実施（H23年度～H25年度）
再利用までの適正管理（H26年度）

0

0

0

18
10

千円

05

千円 0

28年度

第３章 健やかで生きがいをもって暮らせるまちづくり
6 健康で生きがいをもって暮らせる保健体制の充実を図る

報告のあった苦情・事故件
数（H25年度末閉館）

0.0健康であると感じている人
の割合

3,399

事業概要

0

1

0

1

1

0

（計画）

27年度25年度

0

0

0

（見込）

26年度

6

管理・運営

平成25年度）
期間限定複数年度単年度繰返

年度～）（開始年度
単年度のみ

年度 ～平成23

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

余暇活用施設「しどりの湯保養センター」の維持管理及び指定管理
委託業務を行う。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① □ ■

② □ ■

③ ■ □
□ ■

④事業費や人件費の削除余地 □ ■
□ ■

□ ■
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) ■ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 ■ 効率性の改善

■ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)

H26.3.31をもって閉館し、今後、施設の再利用に向けて検討する。

□

成果の向上余地

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

増加

0

0

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

向上

類似事業との統廃合余地

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

閉館後の施設の再利用を検討するので、事業費・人件費ともに削減の余地がある。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

□

○
削減

成
果

再利用となる施設の用途によっては、受益者負担を求める。

「しどりの湯」は閉館したが、国庫補助を受ているため、廃止はできない。平成26年度は休止して
再利用の検討をし、平成27年度に工事着手、平成28年度から施設を再利用する。

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

現在閉館となっているが、有効活用検討委員会を組織し、施設の再利用に向けて検討する。

見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

同様の施設が市内や近隣市町村においても
運営されており、また、利用者の減少、運営に
係る財政負担等を勘案し、平成25年度をもって
事業を廃止した。今後は、施設の再利用の検討
をしていく。

千円)

千円)

0

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

閉館後の施設の再利用を検討する必要がある。

閉館後の施設の再利用を検討するので、余地がある。

妥当である

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

利用権設定等促進事業の事務及び農地流動化借り手助成金の交
付

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

5

補助事業

年度）

87

（計画）

27年度25年度

87

40

130

（見込）

26年度

40

事業概要

625.0

84

2
30

千円

05

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
1 活力ある農業の振興を図る

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

利用権設定受付
利用権設定（新規）した者への助成金交付（要件有）

130

助成金額

44

5,183

（2）投入量の推移 単位

620.0

27年度（計画）

農用地の利用の集積

事 業 費 計 (A) 8,462 8,093

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

「農地流動化促進事業」として、要件および金額の変更を経て、現在新規利用権設定のみの助成
を行っている。前年に引き続き法人による農業への参加と農地の集積があり利用権設定が増えて
きている。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

9,872 6,744

一 般 財 源

0

和地 静香

87

0.30人

0.06人

■

農業経営基盤強化促進法 那珂市農地流動化
借り手助成金交付要項

（実績）

84

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

4 担い手による農業の展開

事務事業評価シート
平成26
平成26 7

0.30人

1,413

0.33人

0.06人

0.30人

34

千円

千円

0.06人

1,413
3434 3434

7,800

特になし。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

7,800

正 規 職 員

9,506

40

593.1

8,151 7,800

国 庫 支 出 金

630.0

助成面積

137
ha

千円

31

125

認定農業者の経営面積 ha

農地流動化促進事業

0

ha

人

0

農業上の利用を目的とする土地についての耕作権の移動
を円滑に促進するために、貸し手と借り手との間で利用権
の設定をする。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

農地流動化促進事業

款

農業振興グループ

01
目

03

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

130

24年度（実績） 26年度（見込）

平成25

産業部 農政課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

農業経営の改善を基本構想等に示された目標に向け
て計画的に進めようとする農業者

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

認定農業者人数

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

8,093

1,410 1,413

1,376

0
0

5,331
5,331

1,379

8,462

0
0
0
0

8,093

利用権の設定面積

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

614.3

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

8,093
0

8,093

1,379
08,093

0.30人

0.06人

9,506

1,379
0.06人

1,413

1,379

農業労働力の非農業部門への流出、農家の兼業化、農業従事者の高齢化が著しく進み、担い手
確保において大きな問題を抱えており、農業経営に意欲と能力のある者を育成確保することが今
後の農業の発展につながるよう

9,506
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 ■ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

■ 現状維持 □ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

○

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

活力ある農業の振興を図るには、担い手の育成や農地の集積を促進し、生産意欲を持って農業に
従事できるようにする必要がある。

農産物の価格低迷、後継者不足等が原因で成果向上が期待できない。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

農業経営基盤強化法に基づき、３年以上の利用権を設定した借りてに助成していく。

□

削減

成
果

市町村が中心となって地域において効率的かつ安定的な農業経営を育成していく手段として実施
するものであるため受益者負担を求めるものではない。

類似事務事業がない。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

円滑な権利移動を促進することで、認定農業者等が効率的かつ安定的な農業経営をしていく手段
として利用権設定を実施していることから、廃止または休止することはできない。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

2,762

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

現状通りで特に改革改善はない。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

栽培講習会の開催や新規作物の開拓・普及並びにひたちなか農業
協同組合や茨城ほしいも対策協議会（ひたちなか・東海・那珂ほしいも
協議会）への補助金や負担金の支払い事務

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

補助事業

年度）

6

（計画）

27年度25年度

6

1

（見込）

26年度

0.

290,000
JA出荷量

事業概要

20

130

50,000

6

130

2
9

千円

05

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
1 活力ある農業の振興を図る

JA販売額

123

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

ひたちなか農協那珂地区の６生産部会の活動経費の
一部を補助する。
実証圃場等の設置を行い研究を行う。

1

115

（2）投入量の推移 単位

20

千円

201,289

0.

27年度（計画）

0.

各種研修活動を活性化し、生産技術及び知識の高度
化を図り、特産品の生産拡大

事 業 費 計 (A) 1,704 880

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

担い手の減少・高齢化、後継者不足、農産物価格の下落、安心・安全の意識

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

3,242 2,345

一 般 財 源

0

51,000

300,000

0.

283,428

49,309 50,500

飛田 慎

6

0.31人

0.00人

284,000

■

（実績）

6

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

2 安全な食料の安定供給

事務事業評価シート
平成26
平成26 7

0.31人

1,530

0.23人

0.00人

0.31人

0

千円

千円

0.00人

1,530
00 00

ＪＡ部会員から、この事業により正しい栽培方法や販売促進等の新たな知識が得られるため部会
の必要性を感じるとの意見が寄せられた。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

正 規 職 員

2,410

20

国 庫 支 出 金

20

1
件

1

講習会・栽培研修会開催回
数

46,055

回

園芸振興支援事業

0

部会

人

0

ひたちなか農業協同組合等と連携をし、栽培講習会や先
進地視察を開催することにより、園芸振興の強化に向けて
の支援をする。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

園芸振興支援事業

款

農業振興グループ

01
目

03

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

講習会、栽培研修会参加者
数

130

1

24年度（実績）

0.

㎏

26年度（見込）

平成25

産業部 農政課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

ひたちなか農協那珂地区の６生産部会

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

部会、組織数

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

880

1,538 1,530

1,538

0
0

815
815

1,530

1,704

0
0
0
0

880

補助件数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

18

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

880
0

880

1,530
0880

0.31人

0.00人

2,410

1,530
0.00人

1,530

1,530

農産物価格の低落・生産量の低下により、生産体制の強化をする必要が出てきたため。

2,410
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

■ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

○

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

農業の振興を図るためには、農産物の生産技術及び品質の向上を図る必要があるため、重要な
事業である。

すでに、より多くの部会員が参加できる計画的な研修会等の開催や生産技術の向上に結びつく効
果的な取組を実施しており、成果向上の余地はない。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

新規作物の導入による地域農業の活性化につなげ、消費者の食に対する「安全・安心」に対応する産地の信頼の向上を図っていく。

□

削減

成
果

部会員としてその事業に伴う負担金を支出しており公平・公正である。

品質の向上・生産量の拡大を図るためには事業の継続が必要である。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

部会の総会や目揃い会等が年間通して開催されており、市への参加要請もあり、参加しないとこ
の事業がどのような活動をしているのか把握できないため、人件費の削減は難しい。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

現状通りで特に改革改善はない。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

・芳野農産物直売所の維持管理
・芳野農産工房の予約貸出し及び維持管理
・芳野市民農園の貸出し及び維持管理
・とんがりはっとの維持管理

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

管理・運営

年度）

307

（計画）

27年度25年度

307

160

70.0

（見込）

26年度

160

事業概要

52.1

100

80.0

307

100

2
10

千円

05

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
1 活力ある農業の振興を図る

市民農園使用率＝（使用区
画数/総区画数）

100

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

農産物直売所、農産工房、芳野市民農園の施設管理 70.0

市民農園使用区画数

155

70

100

（2）投入量の推移 単位

52.1

％

27年度（計画）

地域農業農村の活性化、地産地消による地域農業の
推進、地域間交流を図ることにより、施設機能を維持
し、利用数の増を図る。

事 業 費 計 (A) 6,211 6,093

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

開始時期と比べ特に変化なし。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

7,619 5,796

一 般 財 源

0

80.070.0 80.0

田口 晴絵

307

0.29人

0.00人

□

那珂市農業活動拠点施設設置
及び管理に関する条例

（実績）

306

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 農業経営の発展

事務事業評価シート
平成26
平成26 7

0.29人

1,409

0.23人

0.00人

0.29人

0

千円

千円

0.00人

1,409
00 00

80

非農家（農園利用者）から、手軽に農業とふれあう体験をすることで作物を作る難しさ・楽しさを感じ
ることができるため、市民農園を利用してよかったとの声が寄せられている。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

80

正 規 職 員

7,081

160

50.7

70 80

国 庫 支 出 金

52.1

農産工房利用日数

68.9
人

区画

229

70.3

農産工房利用率＝（利用日
数/年間開館日数）

70.0

％

農業活動拠点施設管理事業

0

日

日

区画

0

地域農業・農村の活性化を目的とし、地産地消による地域
農業の推進、地域交流・都市交流を図るための農業活動拠
点施設の維持管理等を行う。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

農業活動拠点施設管理事業

款

農業振興グループ

01
目

03

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

市民農園総区画数
100

70.0

24年度（実績） 26年度（見込）

平成25

産業部 農政課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

施設利用者 市民農園

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

農産工房年間開館日数

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

5,672

1,408 1,409

1,408

0
1,203
3,184
4,387

1,409

6,211

0
0
0

2,560
3,112

農産物直売所利用者数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

73.6

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0

2,560
3,533

2,560
3,533

1,409
06,093

0.29人

0.00人

7,502

1,409
0.00人

1,409

1,409

地域農業、農村の活性化、地産地消による地域農業の推進、地域交流・都市交流を図るために、
農産物直売所が平成１９年４月、農産工房、市民農園が平成２１年４月に開設されたことにより管
理をすることになった。

7,502
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(予算への反映)
□ 終了 ■ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 □ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

○

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

地域農業・農村の活性化を図ろうと地域農業活動拠点施設を整備した。農業生産の向上を目指
し、地域農業を再生していくために市をあげて取り組む必要がある。

農産物直売所の利用が平成２１年度をピークに若干の減少しているが、放射能の影響等があるた
め、一概に減少傾向にあるとは言えない。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

施設の利用促進を図るため、広報や市ホーム
ページを活用して広報を行う。

千円)

千円)

503

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

芳野直売所・芳野市民農園を通して、地産地消による地域農業の推進を図る。

□

削減

成
果

他施設との整合性のある使用料設定である。

市内には農業活動の拠点となるべく施設は他にないので廃止できない。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

開始当初から消耗品等については、必要最低限で実施している。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

503

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

現状通りで特に改革改善はない。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ □ ■
（

0

0

インターネットを利用して那珂市の農業をPRすることにより、販売を向上させ東日本大震災による
被害を受けた農業に活気を取り戻すため。

0

0.00人

0.00人

0

0
0.00人

0
0

0
0

0
00

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0
0
0
0
0

直売所ホームページ開設数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

7,953

0

1,105 1,111

1,105

0
0
0

3,832
1,111

293

26年度（見込）

平成25

産業部 農政課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

市民

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

人口

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

4

24年度（実績）

施策名

事業期間

農産物直売所宣伝活動支援事業

款

農業振興グループ

01
目

03

事業名
基本事業名

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

農産物直売所宣伝活動支援事業

0

人

0

・インターネットを利用して農業や関連イベントの紹介
・那珂市内の直売所の紹介
・農業者の情報発信力向上のための講習会

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

4
サイト

4

ホームページ訪問数 人
0

国 庫 支 出 金

0

正 規 職 員

0

直売所に出荷している農業者は、高齢化及びPCの扱いに慣れていないため、インターネットを活
用したPRに消極的である。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等
千円

千円

0.00人

0
00 00

0.00人

0

0.17人

0.00人

0.00人

0

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 農業経営の発展

事務事業評価シート
平成26
平成26 7

田口 晴絵

55,300

0.24人

0.00人

□

（実績）

55,835

実施計画
対象事業

0
0

28年度（計画）

1,398 4,943

一 般 財 源

3,832
地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

開始時期と比べ特に変化なし。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

事 業 費 計 (A) 293 0

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

（2）投入量の推移 単位

0

27年度（計画）

那珂市の農業のPRすることにより、農業生産を拡大
させる。

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

インターネットを利用した那珂市の農業のPR 4

2
10

千円

05

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
1 活力ある農業の振興を図る

事業概要

0

55,986 55,887

（計画）

27年度25年度

55,500

4

（見込）

26年度

6

補助事業

平成25年度）
期間限定複数年度単年度繰返

年度～）（開始年度
単年度のみ

年度 ～平成24

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

農業情報発信に関する業務委託

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

- 17 -



(予算への反映)
□ 終了 ■ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

□ 現状維持 □ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
□ ■

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

□ □
■

■ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
□ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

■ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)

終了後は、直売所ホームページに農産物情報を公開するとともに、那珂市ホームページや広報誌、
イベント等を活用し、那珂市の農業情報を発信する。

□

成果の向上余地

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

増加

0

1,111

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

向上

類似事業との統廃合余地

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

ホームページの設立は、民間委託にし人件費を抑えている。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

□

削減

成
果

市町村が中心となってインターネットを活用したPRを実施するものであるため、受益者負担を求め
るものではない。

今年度で終了する事業である。

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

直売所や市のホームページに農産物情報を公開し、広報誌・イベント等を活用し、那珂市の農業情報源を発信していく。

見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

前年度評価していないため 千円)

千円)

3,832

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

那珂市の農業をPRするには、誰でも簡単に情報に得られる必要がある。そこで、市内農産物の情
報発信が容易にできるように市内に４箇所ある直売所のホームページを開設した。

今年度の月毎に見たホームページ訪問数は増加傾向にあるため。

妥当である

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

・元気ナカむらづくり塾の開催
・農業農村現況調査委託

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

業務委託

年度）

55,887

（計画）

27年度25年度

55,500

0

0

（見込）

26年度

0

事業概要

89

2,813

55,986

2,813

2
12

千円

05

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
1 活力ある農業の振興を図る

2,813

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

農業者（認定農業者、農業後継者、女性農業者等）や
地域住民代表（女性ネットワークなか、食生活改善推
進協議会、給食サークルパンプキン）で構成された
「元気ナカむらづくり塾」を組織し、市全体及び各地域
の問題点や現状、資源等をワークショップを通じて抽
出し、研修等で専門家の意見を参考にしながら話合
いの中で将来像を策定する。

0

0

2,813

（2）投入量の推移 単位

87

27年度（計画）

生産者（農業者）と消費者（代表する女性団体）が
ワークショップで交流を深めたことにより、双方の意見
交換が達成され、将来の農業振興に役立てた。また、
将来像を描く中で地域資源の掘り起こしを行い、眠っ
ている資源を再確認できた。

事 業 費 計 (A) 0 0

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

外国との輸出入等の状況の変化（ＴＰＰへの参加協議等）や、農地の担い手への集積を進めること
や水田の生産調整の見直し等を含めた国の農業政策の変化に伴い、地方の農業政策も変化が求
められている。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

0 7,563

一 般 財 源

0

坂本 博之

55,300

0.31人

0.00人

□

（実績）

55,835

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 農業経営の発展

事務事業評価シート
平成26
平成26 7

0.00人

0

0.00人

0.00人

0.00人

0

千円

千円

0.00人

0
00 00

生産者である農家だけでなく、消費者である非農家からの意見も取り入れた構想を要望されてい
ることに加え、農業だけに限らない暮らしの基本である農村環境の発展も要望されている。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

正 規 職 員

0

0

84

国 庫 支 出 金

90

研修会開催数

0
回

3

3

認定農業者数
人（団
体）

元気ナカむらづくり事業

0

回

人

人

0

・元気ナカむらづくり塾を開催し、農業者と住民が講師を交
えて意見・情報交換や現状診断等を行う。
・現況調査や地域資源の発掘並びに分析を行うことにより、
地域の将来像を見出す。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

元気ナカむらづくり事業

款

農業振興グループ

01
目

03

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

農業者数
2,813

0

24年度（実績） 26年度（見込）

平成25

産業部 農政課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

農村部の現状（地域資源、地域の達人等、地域内外
の交流）の把握
地域の将来像の策定

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市の人口

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

0

0 1,650

0

0
0

5,913
5,913

1,650

0

0
0
0
0
0

ワークショップ開催数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

84

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0
0

0
0

0
00

0.00人

0.00人

0

0
0.00人

0

0

国の農業行政がこの数年で様変わりする方向にあることを踏まえ、農業を中心とした農村部の産
業や生活を今後維持・発展していくか道標として示すことを図るため、基本計画の前段の基本構想
を策定する。

0
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ □ ■
□ ■

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 ■ 休止 統廃合
□ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 ■ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

市の将来像を描く基本構想の策定であり、市で取り組むべき事業である。

既存のアンケート結果や統計資料を基に、今回の塾生からの意見を踏まえて構想を策定したが、
農家の生活形態も各戸により様々であり、もっと広く意見を徴収すべきと考えられる。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

新規事業であり、前年度評価が存在しない。 千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

農業生産者と住民から選出した塾生が地域資源を活かして、農業農村のリーダーとして活躍できるように支援していく。

□

削減

成
果

市で行うべき事業であり、特定の市民にかかわる事業ではないため、該当外と考えられる。

他の、法律によって策定「しなければならない」計画と違う側面はあるが、概況等の資料について
は同等の内容も多く存在するため、調査結果や統計資料等の幅広い運用を検討すべき。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

意見等を基に計画としてまとめるための業務委託を行っている以外は、人件費、委員報酬及び事
務費となり、削減の余地はないと考えられる。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

平成25年度の単年度事業であり、策定した構想の修正すべき事項が発生した時の随時変更を行う
予定となっている。平成26年度以降に行う意見交換等も含め、事業予定等は挙げていない。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

地元農産物を使用した産品開発の業務委託

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

補助事業

年度）

55,887

（計画）

27年度25年度

55,500

0

（見込）

26年度

事業概要

0

55,986

7
10

千円

05

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
1 活力ある農業の振興を図る

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

地元農産物を使用した産品開発 0

（2）投入量の推移 単位

0

27年度（計画）

地元農産物を使用した産品開発を行い、農産物の消
費拡大を図る。

事 業 費 計 (A) 0 0

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

開始時期と比べ特に変化なし。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

0 5,031

一 般 財 源

3,920

田口 晴絵

55,300

0.24人

0.00人

□

（実績）

55,835

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 農業経営の発展

事務事業評価シート
平成26
平成26 7

0.00人

0

0.00人

0.00人

0.00人

0

千円

千円

0.00人

0
00 00

特になし。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

正 規 職 員

0

0

国 庫 支 出 金

0

0
品

32

品評会実施 回

農産物産品化事業

0

人

0

・地元産の農産物を使用した加工品、調理品の開発とＰＲ
・地元農産物の調理講習会
・試作品の試食、品評会

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

農産物産品化事業

款

農業振興グループ

01
目

03

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

0

24年度（実績） 26年度（見込）

平成25

産業部 農政課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

市民

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

人口

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

0

0 1,111

0

0
0
0

3,920
1,111

0

0
0
0
0
0

開発レシピ数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

3

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0
0

0
0

0
00

0.00人

0.00人

0

0
0.00人

0

0

地元農産物を使用した産品開発を行い、農産物の消費拡大を図る。

0
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
□ ■

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

□ □
■

■ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
□ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

■ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

地元農産物を使用した産品が少ない。そこで、農産物の消費拡大をするために市をあげて取り組
む必要がある。

実施期間が短く、試食によるアンケート調査のみを行い、販売に至っていない。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

商工観光課と連携して新たな特産品を開発することにより、地場産業の活性化を促す。

□

削減

成
果

市が中心となって実施する事業であり、受益者負担を求めるものではない。

今年度で終了する事業である。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

消耗品等については、必要最低限で実施している。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

終了後は、商工観光課と連携し市内農産物を使った特産品の開発及び販売促進を行い、農産物
の消費拡大を図る。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

県営土地改良事業採択に向けた説明会・同意取得・負担金支出及び
農地・水保全管理支払交付金に関する活動計画や実施状況の確認
等を行い事業を円滑に推進する。

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

負担金

年度）

2,446

（計画）

27年度25年度

2,446

8

533

（見込）

26年度

8

事業概要

21.8

2,446

2
12

千円

05

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
1 活力ある農業の振興を図る

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

推進地区説明会や事業採択同意の取得
活動計画、実施状況、事業の成果の確認
事業推進（新規要望地区の取りまとめ）
負担金及び交付金の申請、納付等

533

活動組織数

6

3

（2）投入量の推移 単位

21.8

27年度（計画）

再基盤整備事業の推進を図り、農業の多面的機能の
発揮のため地域活動に対して支援し地域の農地を維
持するとともに、担い手への農地集積を後押しする。

事 業 費 計 (A) 5,994 9,750

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

農業施設の老朽化が目立ち施設の改修が望まれる
農業者の高齢化や不作付地の増加、後継者不足等の問題
地域資源の維持管理に対する担い手への負担を地域で支え、担い手への農地集積を後押しする

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

14,094 18,245

一 般 財 源

0

橋本 芳彦

2,446

1.54人

0.00人

■

（実績）

2,446

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

5 生産基盤の整備と保全

事務事業評価シート
平成26
平成26 7

1.54人

8,026

1.55人

0.00人

1.54人

0

千円

千円

0.00人

8,026
00 00

3

担い手への土地利用集積を実施するために再基盤整備を要望する。
土地改良施設の維持管理は受益者や地域住民がこれまでも実施してきたものであり、これらに対
する支援制度に積極的に取り組みたいとの要望がある。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

3

正 規 職 員

22,751

8

20.9

3 3

国 庫 支 出 金

21.8

事業推進地区数

510
ha

地区

8

533

事業推進率 ％

土地改良推進事業

0

地区

ha

0

農業・農村の振興を図るため、県が行う土地改良事業の推
進にかかる調査計画費の負担及び地域共同による農地。
農業施設等の保全活動に対しての支援。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

土地改良推進事業

款

農村整備Ｇ

01
目

05

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

533

24年度（実績） 26年度（見込）

平成25

産業部 農政課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

農業振興地域内の農用地

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

農用地面積

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

14,725

8,100 8,026

8,100

0
0

10,219
10,219

8,026

5,994

0
0

6,100
0

8,625

事業推進地区面積

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

21.8

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0

1,600
0

8,150
0

8,300

8,026
08,300

1.54人

0.00人

17,776

8,026
0.00人

8,026

8,026

基盤整備後数十年が経過し、施設の改修、効率的、安定的な農業経営の確立が必要となった。農
業者の高齢化や耕作放棄地の増加等農村の構造変化に対応した体制の強化や地域の農村環境
保全のための活動を支援するため。

16,326
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

○

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

事業採択に向けた地元意向の取りまとめ等を市が中心となり実施することは妥当である。
地域の農業施設の維持管理を行政の支援のもと地元組織が共同して管理することが望まれる。

要望地区に対応するための予算の確保が重要になる。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

農産物の安定的な生産のために、予算を確保して、計画的に土地改良事業の推進をしていく。

□

削減

成
果

農業、農村の振興を図るため、農村環境を保全していくためには基盤整備事業が必要であり、そ
の事業を推進していく段階の当事業では受益者負担は求めない。

類似事業がない。
整備が遅れることにより農業生産性が低下し、耕作放棄地が増加する。
地域資源の維持管理に対する担い手への負担が増大する。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

年度毎の事業費(負担金)は国県の定めた補助制度に基づいた額になっている。活動計画の確
認、交付申請手続、実績の取りまとめ等を一係で行っており、これ以上の人件費削減は不可能。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

農村の環境保全には維持活動をする活動組織を増やしていくことが大切なので、要望地区に対応
できる予算の確保が必要である。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

機能に支障が生じた土地改良施設に対しての地元からの要望・申請、
市パトロールなど災害現場危険度の確認。

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

管理・運営

年度）

26

（計画）

27年度25年度

26

26

（見込）

26年度

事業概要

100.0

26

2
12

千円

05

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
1 活力ある農業の振興を図る

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

土地改良施設復旧工事
〃 除草委託

26

（2）投入量の推移 単位

100.0

27年度（計画）

土地改良施設の機能を復旧、保全管理することによ
り、安心で安全な農業基盤を確保し、農業が支障なく
従事できるようにする。

事 業 費 計 (A) 5,403 10,420

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

土地改良施設については耐用年数を迎える施設が多くなってきており、今後の維持管理費が増大
していく。ほ場整備事業で多く採用されたｺﾙｹﾞｰﾄ管について腐食等による陥没が目立ち改修工事
の必要性に迫られている。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

12,153 20,119

一 般 財 源

0

田上 慎司

26

1.54人

0.00人

□

（実績）

10

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

5 生産基盤の整備と保全

事務事業評価シート
平成26
平成26 7

1.54人

8,376

1.55人

0.00人

1.54人

0

千円

千円

0.00人

8,376
00 00

土地改良施設の維持管理は受益者による賦役で行ってきたものが多い。しかしながら、高齢化や
後継者不足のため行政に対して補修、除草などについても要望、陳情が多くなっている。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

正 規 職 員

18,796

100.0

国 庫 支 出 金

100.0

10
箇所

26

改善率＝改善箇所数／対
象箇所数

％

局所土地改良事業

0

箇所

0

災害等の突発的なものや、経年劣化によって機能に支障が
生じた土地改良施設（農道・排水路・溜池）の復旧及び保
全・管理を行う。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

局所土地改良事業

款

農村整備G

01
目

05

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

26

24年度（実績） 26年度（見込）

平成25

産業部 農政課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

災害等により復旧の必要が生じた土地改良施設

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

災害等により復旧の必要が
生じた土地改良施設箇所数

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

10,420

6,750 8,376

6,750

0
0

11,743
11,743

8,376

5,403

0
0
0
0

10,420

改善箇所数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

100.0

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

10,420
0

10,420

8,376
010,420

1.54人

0.00人

18,796

8,376
0.00人

8,376

8,376

整備された土地改良施設に対して機能に支障が生じた時の復旧や維持管理を行い長期耐用させ
る必要があるため。

18,796
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ □ ■
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
□ ■

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 ■ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

○

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

安全で安心な農業を確保するために必要であるが、全ての維持管理を行政がするのではなく、地
元組織ができる範囲のものは今後とも地域で管理する。

基盤整備が進捗し、維持管理が増えていく中で予算の確保が更に重要になる。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

土地改良施設管理を地元組織等に委託、住民
参加による環境再生活動等により軽減を図る。

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

突発的な農業用施設の崩壊等に対して、迅速な復旧を図る。

□

削減

成
果

市と地元土地改良区等との管理区分は必要であるが、市の維持管理については公平である。

道路管理部署との事務事業の統合により、道路や水路の管理を一元化する。
土地改良施設の経年化等で機能に支障が出たまま放置すれば、危険度が増し、耕作放棄地が増
えていく。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

行政の管理費を削減すれば地域の賦役負担は重くなり、対応方法は今後の課題である。
事務を一係で行っているため、人件費削減はできないが、業務の一元化で効率を図る余地はあ
る。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

予算を増額し、改善率の向上を促進させる。
市、土地改良区、地域住民で管理区分を明確にし経費の効率化を図る。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ □ ■
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～平成23

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

事業費は、事業の推進及び事業費負担金として支出される。

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

負担金

平成36年度）

23

（計画）

27年度25年度

23

2

23

（見込）

26年度

2

事業概要

0

0

2
12

千円

05

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
1 活力ある農業の振興を図る

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

推進地区の決定
推進地区の受益者へ説明会等をし、地区の土地基盤
整備への理解を深めてもらい、事業推進をしていく。

23

0

（2）投入量の推移 単位

0

27年度（計画）

那珂川流域の農業の活性化
農業用水を確保し、農業生産性を向上させ、農業経
営を安定させる。

事 業 費 計 (A) 10,872 11,375

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

農業、農村をとりまく情勢は高齢者の進展や後継者不足、耕作放棄地の増加など大きく変化して
きている。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

18,972 18,897

一 般 財 源

0

田上 慎司

23

1.54人

0.00人

■

（実績）

0

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

5 生産基盤の整備と保全

事務事業評価シート
平成26
平成26 7

1.54人

8,026

1.55人

0.00人

1.54人

0

千円

千円

0.00人

8,026
00 00

国に対し県、関係市町村は、関連事業と十分に調整を図り、効果の発現に遅れが生じないこと。
また、維持管理が軽減できる施設の造成を要望している。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

正 規 職 員

19,401

2

0

国 庫 支 出 金

0

事業推進地区数

0
ha

0

0

整備面積 ha

那珂川沿岸農業水利事業

0

地区

ha

0

国営事業により８市町村の受益地の安定的な農業用水を
供給するため、ダム、揚水機場、用水路の整備を行う。併せ
て県営事業等により、水田の用水補給と畑地かんがいを行
うための土地基盤整備（ほ場や農道、支線、末端用排水施
設）を行う。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

那珂川沿岸農業水利事業

款

農村整備Ｇ

01
目

05

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

23

24年度（実績） 26年度（見込）

平成25

産業部 農政課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

那珂川流域の農業地域

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

事業推進計画地区面積

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

11,375

8,100 8,026

8,100

0
0

10,871
10,871

8,026

10,872

0
0
0
0

11,375

事業推進地区面積

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

0

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

11,375
0

11,375

8,026
011,375

1.54人

0.00人

19,401

8,026
0.00人

8,026

8,026

那珂川沿岸地区は水田や畑で用水不しているうえ、ほ場が狭小であり、水利施設も老朽化して
いる。このため那珂川、御前山ダムに水源を求め、農業生産の基盤整備を実施し農業経営の安定
化をはかる。

19,401
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

国・県と地元受益者との調整は市主体で行うのが妥当である。

区画整理･農道･用排水施設等の基盤整備を効率的に組み合わせて行い､農業経営の安定､集落
道路改修､環境整備も行え､快適な生活環境実現できる｡

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

国営事業により８市町村の受益地の安定的な農業用水を供給するため、ダム、揚水機場、用水路の整備を行う。

□

削減

成
果

農道､かんがい排水､溜池整備は地域性､公共性が強い意味合いで国･県･市のみの負担であり､
区画整理や農業用水､用水機場等の整備は地元改良区や農家(受益者)負担もあり公平性がある｡

整備が遅れ､農作物の生産性が向上しない､環境整備が遅れる等し､耕作放棄地を生み出す原因
となる｡

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

事業費(負担金)は国､県の定めた補助制度に基づいた指示額である｡地元座談会､工事説明会､県
や改良区の調整等を一係で行っているのでこれ以上の人件費削減はできない｡

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)

- 28 -



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

8,376

8,376

土地改良施設に対する地元団体（土地改良区等）や受益者からの要望による。

164,494

1.54人

0.00人

115,874

8,376
0.00人

0
64,848

0
73,803

8,376
0156,118

0

千円

0
0
0
0
0

0
8,250

34,400千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0
23,850
34,400

0
64,600

農用地整備面積

溜池整備箇所

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

78.7

122,850

6,750 8,376

6,750

19,400
0

65,753
89,153

8,376

22,841

26年度（見込）

平成25

産業部 農政課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

農業振興地域の農用地
農業用排水路、農業用溜池

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

農用地面積

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

排水路・溜池整備箇所数
89

1,925

24年度（実績）

1

35

箇所

施策名

事業期間

土地改良基盤整備事業

款

農村整備Ｇ

01
目

05

事業名
基本事業名

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

土地改良基盤整備事業

11,015

ｍ

ｈａ

箇所

0

農業農村の振興を図るために、土地改良事業（農道、かんがい排水、溜池等）の整備を行
う。また、県営事業（農道、かんがい排水路、区画整理、排水機場、農業活動拠点施設）で
行う事業費の一部を負担する。事業費は、農道、かんがい排水、溜池等の設計委託費、
改良工事費、県営事業負担金として支出される。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

箇所

排水路整備延長

1,781
ｈａ

箇所

280

1,925

農用地整備率

100.0

％

925

0

72.8

0

0

19

0

国 庫 支 出 金

78.7

47

正 規 職 員

131,226

40

早期の事業竣工や新規地区の要望(年度予算への要望)

（3）事務事業の環境変化・市民意見等
千円

千円

0.00人

8,376
00 00

1.54人

8,376

1.55人

0.00人

1.54人

0

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

5 生産基盤の整備と保全

事務事業評価シート
平成26
平成26 7

田上 慎司

2,446

1.54人

0.00人

19

■

（実績）

2,446

実施計画
対象事業

100.0

40

35

40

100.0 100.0

0
71,300

28年度（計画）

29,591 97,529

一 般 財 源

4,000
地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

国､県の予算措置が要望満額つかず､事業期間延伸､事業費増大の傾向にある｡受益者の高齢化
により農地､農業施設の管理不十分で､耕作放棄地増加の問題がある｡土地改良法改正により､環
境配慮した整備が義務化されている｡

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

事 業 費 計 (A) 22,841 107,498

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

（2）投入量の推移 単位

78.7

％

0

34

27年度（計画）

34
溜池整備済箇所数

農村としての住環境を整え、排水路整備による乾田
化や溜池整備による用水の安定供給により、農地の
耕作利便性が向上し農業生産基盤の強化になる。

0

49

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

事業内容検討（県、改良区等との打合せ他）
法手続き（調査、説明会実施、同意取得、議会承認
等）
実施設計委託、工事等

1,925

排水路横断整備箇所数

948

40

箇所

89

7
12

千円

05

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
1 活力ある農業の振興を図る

排水路整備率

35

47
排水路横断整備箇所数

900

事業概要

78.7

69

100.0

2,446

97

2,446

（計画）

27年度25年度

2,446

1,445

1,925

（見込）

26年度

6

補助事業

年度）
期間限定複数年度単年度繰返

年度～）（開始年度
単年度のみ

年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

①地元からの要望・陳情を採択
②実施計画への計上
③補助の法手続き
④補助事業の採択後に実施設計
⑤借地契約及び工事説明会
⑥工事等

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）
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(予算への反映)
□ 終了・廃止 □ 削減 (事業費

□ 休止 (人件費

■ 統廃合 ■ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

□ 現状維持 □ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)

排水路横断管が老朽化し､安全性が低下しているのでコストを増加し早急な工事が必要である｡

□

成果の向上余地

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

増加

15,370

0

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

向上

類似事業との統廃合余地

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

事業費(負担金)は国県の定めた補助制度に基づいた額であり、事業費削減は期間の延伸、投資
効率の低下となる。
説明会、県・改良区との調整等一係で行っており人件費削減はできない。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

□

削減

成
果

農道やかんがい排水､溜池等の整備は地域性､公共性が強いので､国県市のみの負担であり､区
画整理や農業用水､用水機場等の整備は地元改良区や農家(受益者)の負担もあり公平性がある｡

整備が遅れ農業生産性が向上しない。

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

農業生産の基盤施設である排水路の整備を計画的に進めていく。

見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

整備が遅れているかんがい排水（横断管）の箇
所を４０箇所し、農業排水の向上を図った。

千円)

千円)

0

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

農業の振興や農村の防災という観点から土地改良事業に対する市の負担は妥当である。

ほ場、農道、用排水路、溜池等関連事業と合わせた総合的整備を行うことで成果の向上が図れ
る。

妥当である

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

○

コスト

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

地区及び団地組合の制度説明会を実施し、生産調整・転作等の推進
を図る。

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

負担金

年度）

4,125

（計画）

27年度25年度

4,120

5

1,960

（見込）

26年度

5

事業概要

120.0

4,102

2
9

千円

05

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
1 活力ある農業の振興を図る

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

農業者戸別所得補償制度周知のため、地区、団地組
合の説明会を実施した。また、米の消費拡大の一環
として米粉を使用した米粉パンを学校給食に提供し、
普通パンとの差額を負担した。

1,960

計画書提出件数

8

1,138

（2）投入量の推移 単位

120.0

27年度（計画）

水稲作付可能な生産数量目標の達成及び農業経営
の安定化を図る。

事 業 費 計 (A) 8,224 9,573

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

これまでの減反政策から農業者戸別所得補償制度の実施に伴い、生産した数量に対しての補償
制度に変わった。 米の所得補償対象者は、生産する数量目標達成者であるため戸別推進がなく
なった。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
7,747

28年度（計画）

11,828 13,509

一 般 財 源

0

古谷 武

4,120

0.93人

0.00人

■

米政策改革基本要綱

（実績）

4,136

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 農業経営の発展

事務事業評価シート
平成26
平成26 7

0.93人

4,665

0.58人

0.00人

0.93人

0

千円

千円

0.00人

4,665
00 00

1,200

長年の生産調整事業の実施にも関わらず、米の価格下落が続き農家収入が減少し、制度に加入
する農家からはその実効性が問われている。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

1,200

正 規 職 員

14,128

5

120.5

1,169 1,200

国 庫 支 出 金

120.0

説明会開催数

1,964
ha

件

5

1,961

水稲作付率=(実施水稲作付
面積/計画水稲作付面積)

％

戸別所得補償対策事務費

0

回

戸

0

農業者戸別所得補償制度の周知及び米の消費拡大のＰＲ
を実施する。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

戸別所得補償対策事務費

款

農村整備グループ

01
目

07

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

1,960

24年度（実績） 26年度（見込）

昭和53

平成25

産業部 農政課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

水稲生産農家

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

水稲生産農家戸数

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

9,463

3,604 4,665

3,604

7,747
0

1,097
8,844

4,665

1,230

0
0

7,747
0

1,716

水田総面積

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

120.6

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

6,994

千円

0
0
0
0
0

0
0

7,747
0

1,826
0

1,227

4,665
08,974

0.93人

0.00人

14,238

4,665
0.00人

4,665

4,665

生産調整達成率を向上させるため対象農家を個別に推進した。

13,639
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

■ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

○

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

米の需給調整を図り農業経営の安定化を図るためには、行政の役割・関与は必要である。

農業者戸別所得補償制度周知及び米消費拡大のＰＲ事務である。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

農業者戸別所得補償制度の周知及び米の消費
拡大のＰＲを実施した。

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

実施地区及び団地組合の制度説明会を実施し、生産調整・転作等の推進を図っていく。

□

削減

成
果

米政策及び米消費拡大の周知・ＰＲ業務である。

類似事業はない。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

那珂市農業再生協議会を中心に推進しているが、当事業でその他の補足事務及び市補助金交付
事務を行っている。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

農業者が作成する営農計画書に基づき現地確認を実施し、転作の形
態及び転作面積に応じて補助金を交付する。

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

補助事業

年度）

4,125

（計画）

27年度25年度

4,120

1,960

（見込）

26年度

事業概要

410

4,102

9

千円

05

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
1 活力ある農業の振興を図る

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

現地確認結果に基づく転作実施内容及び地域の活
動状況に応じて転作奨励補助金を交付した。

1,960

（2）投入量の推移 単位

420

27年度（計画）

農家自らが生産調整のための転作に主体的に取組
むことにより農業経営の安定を図る。また、個々の農
家が生産目標を達成できるようにする。

事 業 費 計 (A) 60,662 67,500

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

これまでの米の減反政策に、水田を活用して麦・大豆・米粉用米・飼料用米等の戦略作物を推奨
し、食料自給率の向上を目指す施策となった。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

69,642 61,842

一 般 財 源

0

古谷 武

4,120

1.87人

0.00人

■

米政策改革基本要綱

（実績）

4,136

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 農業経営の発展

事務事業評価シート
平成26

1.87人

9,345

1.75人

0.00人

1.87人

0

千円

千円

0.00人

9,345
00 00

ほ場整備をした水田でも乾田化が図れず、転作できる条件ではない。 後継者がなく、これまでの
稲作中心で耕作していく。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

正 規 職 員

76,845

451

国 庫 支 出 金

410

1,964
ｈａ

1,961

生産調整実施面積 ｈａ

戸別所得補償奨励補助事業

0

戸

0

水田農業の構造改革を進めるため、転作団地を中心とする
生産性及び品質の向上を目指した転作実施者に対して、市
転作補助金を交付し、米の生産調整の円滑な推進を図る。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

戸別所得補償奨励補助事業

款

農村整備グループ

01
目

07

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

1,960

24年度（実績） 26年度（見込）

昭和52

平成25

産業部 農政課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

水稲生産農家

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

水稲生産農家戸数

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

67,500

8,980 9,345

8,980

0
0

52,497
52,497

9,345

60,662

0
0
0
0

67,500

水田総面積

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

449

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

67,500
0

67,500

9,345
067,500

1.87人

0.00人

76,845

9,345
0.00人

9,345

9,345

昭和５３年から米の生産調整（減反）政策、平成２３年度からは農業者戸別所得補償制度が実施さ
れた。

76,845
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

■ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

○

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

農業は市の基幹産業であり、特に米の価格安定の政策による、農業経営の安定化は市の農政と
して必要である。農家台帳による耕作者、耕作異動情報を取り扱う事務である。

大規模農家には、農業者戸別所得補償制度への積極的な参加を促し、米以外の戦略作物の生産
拡大と、品質・収穫量の向上を図っている。しかし小規模農家は、米以外の作物生産は難しい。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

転作奨励補助基準に基づき転作等の実績に応
じ補助金を交付している。

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

水田農業ビジョンに基づき、農業者主体の米の生産自給調整の促進を図る。

□

削減

成
果

農業者戸別補償制度の交付対象者が決められている事業である。

類似事業はない。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

営農計画に基づく作付面積等の配分、通知、確認事務等、データ管理システムである。（需給調整
システム）

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

中小企業経営者や中小企業労働者への補助金交付事務 計
8,616,150円 ・信用保証料補助（自治＋振興） 4,611,875＋
1,686,575＝6,298,450円 ・利子補給（自治＋振興） 1,667,700＋
650,000＝2,317,700円 ・信用保証料補助（共済会） 0円 ・信用保
証料返戻金（自治＋振興） 0円

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

補助事業

年度）

1,953

（計画）

27年度25年度

1,953

6,299

68

（見込）

26年度

5,200,000

7,651,240年間商品販売額（H19商業
統計調査）

6,299

事業概要

68

68

1,953

24
13

千円

06

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
2 地域に活力をもたらす商工業の振興を図る

貸付件数（自治・振興金融
制度）

0

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

・自治金融、振興金融の融資斡旋委託
・（自治・振興）信用保証料補助及び利子補給
・（共済会）信用保証料補助

68

利子補給額（自治・振興金
融制度）

4,680

2,318

千円

（2）投入量の推移 単位

68

件

7,651,240

4,319,133

27年度（計画）

4,096,717製造品出荷額等（従業者4
人以上）

市内中小企業の経営安定化及び市内在住中小企
業労働者の福祉向上を図り、地域経済の発展につな
げる。

事 業 費 計 (A) 6,198 28,676

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

長引く経済低迷や東日本大震災の影響等により、売上高・利益率の減少や事業再建資金の調
達難など、中小企業を取り巻く経済情勢は依然として厳しい状況にある。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

7,218 9,616

一 般 財 源

0

68

7,651,240

5,200,000

7,651,240

68 68

主幹 生田目恵司

1,953

0.20人

0.00人

7,651,240

■

那珂市中小企業事業資金融資
制度信用保証

（実績）

1,958

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 商業の振興

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

0.20人

1,000

0.20人

0.00人

0.20人

0

千円

千円

0.00人

1,000
00 00

2,318

自治金融・振興金融制度は、他制度と比較して融資申込から貸付決定に要する期間が長いた
め、資金調達の迅速性にやや欠ける面があり、利用者数の伸び悩みの一因となっているのではな
いか（那珂市商工会事務局）

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

2,318

正 規 職 員

22,816

6,299

0

51

1,493

26

2,318

0

国 庫 支 出 金

68

万円

信用保証料補助金（自治・
振興金融制度）

51
件

千円

6,299

68

斡旋件数（自治・振興金融
制度）

51

件

中小企業振興対策事業

0

千円

箇所

0

自治金融・振興金融制度の利用者に対し、信用保証料及び利子
の補給を行うことで、中小企業者の金利負担を軽減し、制度の利用
効果を高める。 また、市中小企業労働者共済会の会員が各種
資金の融資を受けた際、信用保証料の補給を行い、中小企業労働
者の金利負担を軽減し、円滑な資金調達の支援を図る。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

中小企業振興対策事業

款

商工観光G

01
目

02

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

68

24年度（実績）

0

4,319,133

万円

26年度（見込）

平成 6

平成25

産業部 商工観光課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

・市内中小企業の経営者 ・市内在住の中小企業労働
者

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

事業所数（経済ｾﾝｻｽ／H21
基礎調査、H24活動調査）

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

21,816

1,020 1,000

1,020

0
0

8,616
8,616

1,000

6,198

0
0
0
0

21,816

斡旋件数（自治・振興金融
制度）

信用保証料補助額（中小企
業労働者共済会融資制度）

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

68

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

28,676
0

28,676

1,000
028,676

0.20人

0.00人

29,676

1,000
0.00人

1,000

1,000

昭和59年6月制定の「那珂市中小企業事業資金融資あっ旋規則」に基づく“自治金融・振興金融
制度”の利用効果向上を図るため、市内中小企業の経営者に対する支援を開始した。

29,676
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

○

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

中小企業に補助金を支出し金利負担の軽減及び事業資金調達の円滑化を支援することは、中小
企業の事業活動の維持及び活性化を促進する上で必要であり公共関与については妥当性があ
る。

中小企業労働者共済融資制度は十分に認知されていない面があるため、商工会や市内金融機関
と連携しながら企業に対しての周知を行って利用促進を図っていく必要がある。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

・市や商工会、市内金融機関、中央労働金庫の
窓口・ホームページ等において、制度利用の促
進に向けた周知を図った。

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

商工会や市内金融機関と連携し、企業に対して制度の周知を行うとともになお一層の利用促進を図っていく。

□

削減

成
果

制度利用者は、必要な手数料を那珂市商工会へ支払っている。

類似事務事業がないため統廃合の余地はない。また、中小企業を取り巻く情勢は依然として厳し
いため、事業の廃止、休止は企業の事業資金調達に影響が出る可能性が高い。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

制度利用の実績に応じて補助金額が決まるので、成果と事業費は比例するため成果を下げずに
事業費を削減する余地はない。制度斡旋事務は那珂市商工会に委託している。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

関係機関との連絡を密にし、一層制度のPRに努めるとともに、利用者のニーズに沿った利便性の
向上を図る。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

500

500

商工会の活動をより活性化させることで、市内中小企業者の振興を図ることができる。

13,500

0.10人

0.00人

13,500

500
0.00人

0
13,000

0
13,000

500
013,000

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0
0
0
0

13,000

商工会会員数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

181

13,000

510 500

510

0
0

13,000
13,000

500

13,000

26年度（見込）

昭和35

平成25

産業部 商工観光課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

・市内事業者数

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

事業所数（経済ｾﾝｻｽ調査／
H21基礎調査、H24活動調査）

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

1136.

24年度（実績）

4,319,133

万円

施策名

事業期間

商工会補助事業

款

商工観光G

一般会計
目

02

事業名
基本事業名

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

商工会補助事業

0

回

箇所

0

中小企業者の経営改善及び近代化・合理化を図るため、那
珂市商工会に対し補助を行い、各種指導・相談業務の強化
を支援し、中小企業の活性化を促進する。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

万円

商工会支部・部会等事業開
催回数

1149.
名

39.

1136.

金融斡旋事業（貸付件数）

2,639

件

39.

151

国 庫 支 出 金

181

正 規 職 員

13,500

商工業活性化のため、今後も継続して支援を行なってほしい（那珂市商工会）

（3）事務事業の環境変化・市民意見等
千円

千円

0.00人

500
00 00

0.10人

500

0.10人

0.00人

0.10人

0

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 商業の振興

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

課長 引田克治

1,953

0.10人

0.00人

7,651,240

■

（実績）

1,958

実施計画
対象事業

1,966

7,651,240

5,200,000

7,651,240

1,966 1,966

0
0

28年度（計画）

13,510 13,500

一 般 財 源

0
地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

近年、商工会の会員数の減少等により財政運営は厳しくなっており、県商工会連合会への人事
一元化による正規職員数の適正化や積立金等の取り崩しによる財政確保など、一層効率的な団
体運営に努めている。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

事 業 費 計 (A) 13,000 13,000

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

（2）投入量の推移 単位

181

件

7,651,240

4,319,133

27年度（計画）

4,096,717製造品出荷額等(従業者4人以
上)経済ｾﾝｻｽ/H24活動調査

・経営の改善及び近代化、合理化を図る ・競争力
の向上を図る ・地域雇用の創出、安定化を図る

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

・資金補助及び斡旋委託
（人件費補助、事業費補助）

1136.

37.

24
13

千円

06

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
2 地域に活力をもたらす商工業の振興を図る

指導及び相談件数

5,200,000

7,651,240年間商品販売額（H19商品
販売額）

39.

事業概要

181

1,966

1,953 1,953

（計画）

27年度25年度

1,953

39.

1136.

（見込）

26年度

6

補助事業

年度）
期間限定複数年度単年度繰返

年度～）（開始年度
単年度のみ

年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

那珂市商工会への補助金交付事務 計 13,000,000円
・人件費補助 12,250,000円（商工会等職員設置費等事業 9,884,315円、

商工会等ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ事業 2,365,685円）
・事業費補助 750,000円（商店街賑わい創出事業 750,000円）

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 □ ■
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 ■ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)

・商工会補助金の積算根拠については、他市町村等の状況調査を行い、3年後を目標に補助基準を人件費補助から事業費補助への見直しを
行っていきます。
・商工会への加入メリットは、経営に関する先端の知識と情報を提供できる経営指導員による税務・経理・金融・労務・取引などの窓口指導や巡
回指導が直接受けられることであり、それらのメリットを広くPRし、加入率増加に向けて商工会と協議をしながら、取り組んでいきます。

「那珂市商工業振興計画」に基づく施策の実施主体であり、また、商工業振興の中心的役割を担
うことから、商工業者のニーズの把握に努め、効率的・有効的な活動と自主性を図る。

□

成果の向上余地

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

増加

0

0

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

向上

類似事業との統廃合余地

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

事業費＝補助金なので、市の財政状況や商工会事業の実施状況などを踏まえながら、今後も継
続的に検討していく必要がある。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

□

削減

成
果

積算根拠は、平成21年度より総人件費及び一部事業費の所要額から県補助額を差し引いた商工
会自己負担額の2分の1の額とし明確化・ルール化している。会員は年会費を自己負担している。

類似事務事業がないため統廃合の余地はない。また、市商工業振興計画に基づく施策の実施主
体として団体の役割が大きいため、事業廃止や休止した場合の影響が大きい。

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

商工会は地元の中小企業を支え、雇用を含め産業を振興する役割を担い、また、商店街の振興や地域活性化に大きな成果をあげている。今後
は、経営の効率化を図り、より高度化、専門化するニーズに応えていく。

見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

・24年度実績報告書及び25年度交付申請書の
内容を十分に精査することで、補助内容の適正
化を図った。
・事業実施に際して、商工会との連絡・調整を

密に行い適正化を図った。

千円)

千円)

0

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

商工会は地域商工業の振興発展に中心的役割を担っており、また、市商工業振興計画に基づく施
策事業の実施主体にもなっているため、公共関与については妥当性がある。

「那珂市商工業振興計画」に基づく各施策を商工会を中心に商工業者と共に取り組むことで、地域
商工業の振興及び地域経済の活性化が図られる。

妥当である

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

○

コスト

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

・商工会補助金の根拠を、人件費補助から事業費補助に変更すべきではないか。
・商工会の会員になるメリットを明確化すべきではないか。
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

那珂市商工会や市内商業者・任意団体等に対する補助金交付事務 計
250,000円（H25補助実績額） ・活用団体 ・補助率 市：1/3（ただし上
限額 500,000円）、事業主体：2/3
地域活性化センターより、移住・交流による地域活性化事業（2,000千円・

10/10補助）としてカミスガプロジェクトの「ワーホリツアーズ」が採択。

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

補助事業

年度）

970

（計画）

27年度25年度

970

2

55

（見込）

26年度

385商工会員数の内、サービス業部
会員数（飲食業、サービス業）

2

事業概要

7,651,240

255

970

24
11

千円

06

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
2 地域に活力をもたらす商工業の振興を図る

商工会員数の内、商業部会
員数（卸売業、小売業）

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

・資金補助
（事業費補助）

55

商業活性化イベント開催回
数

1

11

（2）投入量の推移 単位

7,651,240

名

389

27年度（計画）

・「一店逸品」の充実により、個人商店の店舗力（商
品力・サービス力）を強化し、来店者数や売上高の回
復・増加を図る。・意欲的な商業者による取組み拡大
により、市内外からの来街者数を増加させ、地域商業
の活性化を図る。

事 業 費 計 (A) 500 2,500

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

市内の小売業者は、大規模小売店舗等の市内・近隣地域への出店等の影響により、減少傾向
が顕著である。また、商業者を取り巻く状況は厳しい状況が続いており、依然として復調の兆しを
見出せない状況が続いている。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

1,010 2,750

一 般 財 源

0

255

385387

257 255

主事 菊池 幸

970

0.10人

0.00人

385

■

（実績）

1,087

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 商業の振興

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

0.10人

500

0.10人

0.00人

0.10人

0

千円

千円

0.00人

500
00 00

12

商工業活性化のため、今後も継続して支援を行なってほしい（那珂市商工会）

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

12

正 規 職 員

2,000

2

7,651,240

4 12

国 庫 支 出 金

7,651,240

商業活性化事業取組み団
体数

62
箇所

回

2

55

年間商品販売額（H19商業
統計調査）

259

万円

がんばる商店街支援事業

0

団体

箇所

0

やる気のある意欲的な商業者団体等の取り組みへの支援
を行い、個別店舗の魅力及び競争力の向上やまちなかの
賑わい創出を図るとともに、その成果を他へ波及させ、商業
者全体の底上げを図る。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

がんばる商店街支援事業

款

商工観光G

01
目

02

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

55

24年度（実績）

名

26年度（見込）

平成25

産業部 商工観光課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

・市内商業者（卸売業・小売業・サービス業）

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

事業所数（経済ｾﾝｻｽ調査／
H21基礎調査、H24活動調査）

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

1,500

510 500

510

0
0

2,250
2,250

500

500

0
0
0
0

1,500

「一店逸品事業」参加事業
所数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

7,651,240

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

2,500
0

3,000

500
03,000

0.10人

0.00人

3,000

500
0.00人

500

500

那珂市には商店街の形成がなく、商店街を中心とした活性化策が機能しないため、個別店舗の
魅力及び競争力を向上させる施策として、分散型商業地域でも効果を期待できる「一店逸品事業」
に取り組むこととなった。

3,500
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 ■ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 □ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 □ ■
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 ■ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

○

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

市の商業振興施策を実現する上で、補助金を支出することは効果的な手段であることから、公共
関与は妥当といえる。

商工会事務局主導で事業実施されているため、事業参加者の主体性が低い。事業内容の検証や
把握方法に不十分な点があるため、今後の改善に余地がある。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

当初予算で、昨年度より増額した1,250千円を計
上した。また、地域活性化センターの補助で、カ
ミスガプロジェクトが移住・交流による地域活性
化事業（2,000千円）として、カミスガワーホリツ
アーズを実施した。

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

やる気のある意欲的な商業者団体等の取り組みに支援を行うことは、まちなかの賑わい創出を図り、商業者全体の底上げに繋がる。

□

削減

成
果

参加事業者は必要な負担金を那珂市商工会へ支払っている。

類似事務事業がないため統廃合の余地はない。廃止休止した場合、個別店舗の事業活動低下に
つながり、地域商業の衰退や地域経済の停滞を招く懸念がある。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

事業費については、運営や財源を参加事業者主体の事業（商工会単独事業）へ移行を図っていく
ことで、段階的に削減していくことを模索する必要がある。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

1,750

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

・参加事業者の拡大とともに、事業者の主体性の認識の高揚を図る。
・事業の自律的継続とPR等による成果の活用を図る。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

那珂市商工業振興計画策定委員会を委員17名で発足。計5回の策定
委員会を開催したほか、講演会、意見交換会、パブリックコメント募集
を経て、平成26年3月に「那珂市商工業振興計画書」を策定した。

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

委員会・審議会等

年度）

508

（計画）

27年度25年度

508

0

（見込）

26年度

事業概要

181

78

1,966

508

78

24
6

千円

06

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
2 地域に活力をもたらす商工業の振興を図る

指導・相談件数

78

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

「商工業振興計画」の策定 0

78

（2）投入量の推移 単位

181

件

27年度（計画）

市内商工業の成長により市民生活を向上し、雇用機
会を維持・拡大して、まちの活力を高めることを目指
す。

事 業 費 計 (A) 0 0

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

周辺地域への大規模店舗出店や市内への出店計画が具体化し、那珂市の商業環境は大きく変化
している。また、少子高齢化により市場規模の縮小や経営者の高齢化など経営環境は厳しい状況
になってきている。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

0 5,348

一 般 財 源

0

1,9661,966 1,966

課長補佐 萩野谷 真

508

0.25人

0.00人

■

（実績）

508

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 商業の振興

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

0.00人

0

0.00人

0.00人

0.00人

0

千円

千円

0.00人

0
00 00

厳しい経営環境のなか商工業者自身の自助努力には限界があるため、商工会、市が一体となっ
た取り組みを望む声がある。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

正 規 職 員

0

151

国 庫 支 出 金

181

0
回

5

金融斡旋事業

2,639

件

商工業振興計画策定事業

0

件

件

0

前回、平成21年3月に策定した「那珂市商業振興計画」（計
画期間：平成21～25年度）から5年経過し、また、「那珂市商
工業現況調査報告書」の調査結果を基に、平成25年度に
策定委員会を組織して「商工業振興計画」（平成26～30年
度）5か年計画を策定する。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

商工業振興計画策定事業

款

商工観光グループ

01
目

02

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

事業所数（工業）
78

0

24年度（実績） 26年度（見込）

平成25

産業部 商工観光課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

市内商工業者・サービス事業者

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

事業所数（卸売＋小売業）

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

0

0 1,410

0

0
0

3,938
3,938

1,410

0

0
0
0
0
0

策定委員会開催数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

181

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0

3,938

0
0
0
0
0

0
0

0
3,9380

0.00人

0.00人

0

0
0.00人

0

0

市の商工業振興策を総合的かつ計画的に推進することにより、地域の魅力を活かした商工業振
興を図り、市民生活をいきいきとしたものにしていく。

0
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

□ 現状維持 □ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

□ □
■

■ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
□ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

■ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

那珂市の商工業振興計画につき、市が主体となって計画を策定する必要がある。

計画策定のみの事業であるため。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

平成２６年３月に本市商工業振興計画を策定し、計画期間を５年間計画とし、地域の特徴を生かした商工業の振興を図る。

□

削減

成
果

那珂市の商工業振興計画につき、市が主体となって計画を策定する必要がある。

商工業振興計画に代わる計画はない。なお、計画期間が５年間につき次期計画策定は平成３０年
度になる。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

策定業務は民間コンサルに委託しており、委託費以外の事業費は策定委員の報酬や計画書の印
刷製本費であるため、これ以上のコスト削減は難しい。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

計画策定後は計画に沿った事業に取り組みを図る。また、計画年度の最終年度には、次期計画に
向けた策定作業に入る。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

観光事務

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

管理・運営

年度）

55,887

（計画）

27年度25年度

55,500

20

（見込）

26年度

事業概要

520,000

260,000

55,986

24
6

千円

06

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
3 地域資源を活かした観光の振興を図る

年間観光入込客数

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

観光振興を図るための、臨時雇用者の賃金や観光
PR時の旅費、観光パンフレットの印刷費等にかかる
事務事業にかかる費用。

20

（2）投入量の推移 単位

510,000

人

27年度（計画）

・観光客の増加を目指す。

事 業 費 計 (A) 2,646 2,819

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

茨城県をはじめ県内各自治体も観光振興事業には、力を入れており観光施策に対する重要度が
増している。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

3,506 3,322

一 般 財 源

0

290,000287,800 280,000

課長補佐 萩野谷 真

55,300

0.15人

0.00人

□

（実績）

55,835

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

3 観光情報の発信

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

0.15人

735

0.15人

0.00人

0.15人

0

千円

千円

0.00人

735
00 00

積極的に観光キャンペーンやマスメディアを利用し、那珂市をアピールする機会を設けるようにと
の声がある。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

正 規 職 員

3,554

346,257

国 庫 支 出 金

520,000

15
回

22

市HP閲覧者数（年間）

211,400

人

観光事務費

0

人

0

観光の振興を図る。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

観光事務費

款

商工観光グループ

01
目

03

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

20

24年度（実績） 26年度（見込）

平成25

産業部 商工観光課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

観光客及び市民

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

人口

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

2,819

860 830

860

0
0

2,492
2,492

830

2,646

0
0
0
0

2,819

HP更新回数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

477,174

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

2,819
0

2,819

735
02,819

0.15人

0.00人

3,554

735
0.00人

735

735

那珂市の地域資源を活用した観光振興を図るため、各種観光情報を発信するために必要な事務
が必要となった。

3,554

- 43 -



(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

□ 現状維持 □ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

○

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

那珂市の観光振興を図ることが目的なので、市が主体となることは妥当である。

事務費は対象指標が増加しても、極端に成果が低下する類のものではない。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

市内の観光パンフレットや特産物を利用して、、広域連携や那珂市のPRを行い、市のイメージアップを図る。

□

削減

成
果

市の観光振興に必要な事務経費のため、特定の受益者がいるものではない。

類似事業はないので統廃合の余地はない。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

事業費は観光振興に必要な事務費で最低限の必要経費で見積もっている。また、人件費について
も、職員がかかわる事務を最小限に抑えていることから削減余地がない。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

イベント及び花火大会の運営補助及びひまわり畑の作付け

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

イベント・行事・各種講座教室等

年度）

50,000

（計画）

27年度25年度

50,000

35,000

4

（見込）

26年度

100
参加団体数

35,000

事業概要

280,000

55,887

500,000

45,000

55,500

24
10

千円

06

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
3 地域資源を活かした観光の振興を図る

市HP閲覧者数(年間)

55,835

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

運営主体となる実行委員会への補助金支出、実行委
員会への出席。ひまわり耕作者に対する説明会の開
催及び耕作委託に関する事務。

4

HP更新回数

35,000

22

55,896

（2）投入量の推移 単位

260,000

人

93

27年度（計画）

・市民に那珂市の良さを知ってもらい郷土愛を育む ・
観光客の増加を目指す。

事 業 費 計 (A) 13,195 13,471

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

多年にわたるPR活動やインターネットの普及により、イベントが地域住民だけではなく市外・県外
の住民に周知できるようになり、また高速道路整備により、市外から多くの観光客が訪れることが
できるようになった。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

14,915 14,798

一 般 財 源

0

520,000

10086

477,174 510,000

主幹 磯野 剛志

50,000

0.30人

0.00人

100

■

（実績）

40,000

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 観光イベントによる地域活性化

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

0.30人

1,660

0.30人

0.00人

0.30人

0

千円

千円

0.00人

1,660
00 00

20

・夏のひまわりより秋のひまわりの方が珍しく興味深い。 ・夏のひまわりからは「ひまわりオイル」が
搾取できる。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

20

正 規 職 員

15,131

35,000

211,400

15 20

国 庫 支 出 金

290,000

チラシ作成部数

4
ha

回

35,000

4

年間観光入込客数

346,257

人

なかひまわりフェスティバル事業

0

部

人

人

0

那珂総合公園にて、市の花である向日葵をシンボルとした
イベント及び公園周辺の畑約４haに約25万本のひまわりを
咲かせ、市民協働によるイベントを開催する。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

なかひまわりフェスティバル事業

款

商工観光グループ

01
目

03

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

人口
55,300

4

24年度（実績）

団体

26年度（見込）

平成25

産業部 商工観光課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

観光客及び市民

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

来場者数

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

13,471

1,720 1,660

1,720

0
0

13,138
13,138

1,660

13,195

0
0
0
0

13,471

ひまわり作付面積

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

287,800

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

13,471
0

13,471

1,660
013,471

0.30人

0.00人

15,131

1,660
0.00人

1,660

1,660

旧那珂町の花「ひまわり」(昭和60年制定、現在は市の花)を周知することにより、町をPRする手
段として開始した。

15,131
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

○

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

地域住民に対する市の花「ひまわり」の周知とともに、商業の活性化を促し、農産物の地産地消や
市のＰＲをすることができる。

民間団体（那珂市商工会）が主体の実行委員会を組織してフェスティバルが開催されるようになっ
たことから、参加団体の増加及び商業・農業の発展が期待できる。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

参加団体の負担金の増額について、実行委員
会へ提案

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

ひまわりを活用した観光イベントを開催して、市の魅力を市内外に伝えていく必要がある。

□

削減

成
果

出店者参加団体は負担金を支払って出店している。

類似事業がないことから統廃合はできない。観光PR、市民交流及び生涯学習発表の場や観光客
の減少につながることから廃止・休止はできない。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

イベント内容の見直し等により事業費削減ができるも、質低下による来場者数の減が懸念される。
また、人件費はすでに実施主体を民間団体へ移行済なので削減できる余地はない。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

参加団体の理解求めながら、出店負担金の増加の検討
市内業者の参加を促すことにより、連携を深め産業の活性化を図る

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

・観光協会の事務 ・各種イベント(市内観光地めぐり、月見の会、夜桜
等)

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

補助事業

年度）

55,887

（計画）

27年度25年度

55,500

30

5

（見込）

26年度

270
観光協会会員数

30

事業概要

280,000

0

80,000

55,986

0

24
9

千円

06

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
3 地域資源を活かした観光の振興を図る

年間観光協会HP閲覧数

0

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

・イベント主催・共催・後援
・観光PR活動
・観光地保全及び整備

5

観光協会HP更新回数

29

52

0

（2）投入量の推移 単位

260,000

人

255

27年度（計画）

・市民に那珂市の良さを知ってもらい郷土愛を育む ・
観光客に当市を知ってもらい観光客を増やす

事 業 費 計 (A) 3,500 3,500

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

多年にわたるPR活動やインターネットの普及により、イベントが地域住民だけではなく市外・県外
の住民に周知できるようになり、また高速道路整備により、市外から多くの観光客が訪れることが
できるようになった

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

5,781 6,024

一 般 財 源

0

80,000

280259

22,496 80,000

主幹 磯野 剛志

55,300

0.35人

1.50人

260

■

（実績）

55,835

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

3 観光情報の発信

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

0.35人

2,524

0.30人

0.70人

0.35人

694

千円

千円

1.50人

2,524
694561 694694

100

・さらなる観光案内看板の設置 ・ホームページへ最新情報の更新 ・自主財源の確保 ・法人化する

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

100

正 規 職 員

6,024

30

211,400

30 100

国 庫 支 出 金

290,000

観光PR実施回数

9
回

回

30

5

年間観光入込客数

61,484

人

団体補助事業

0

回

人

0

那珂市の観光振興のため、各種イベントの主催・共催並
びに広報活動・観光施設整備等を行う。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

団体補助事業

款

商工観光グループ

01
目

03

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

0

5

24年度（実績）

人

26年度（見込）

平成25

産業部 商工観光課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

市民及び観光客

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

人口

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

3,500

2,281 2,524

1,720

0
0

3,500
3,500

1,830

3,500

0
0
0
0

3,500

主催・共催したイベント数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

287,800

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

3,500
0

3,500

1,830
03,500

0.35人

1.50人

6,024

1,830
1.50人

2,524

1,830

観光振興と文化の発展を図るため昭和31年に発足した。

6,024
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 □ ■
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 ■ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

○

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

那珂市や市内の観光資源をPRすることは市の責務の一つであり、PR等により産業の活性化に寄
与しているため妥当である。

継続的なPR活動や観光資源の整備・保全等を行うことにより、さらなる観光客の増加が見込まれ
る。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

観光協会ホームページを一新し見やすいものと
した。
那珂市キャラクター「ひまわり大使ナカマロちゃ
ん」のグッズを作成し収益を図った。

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

観光事業や各種イベントのPR活動などを実施する市観光協会に対して、会の運営を支援した。

□

削減

成
果

市民や観光客に向けてイベントや観光PRを行っているため、市民及び観光客に負担を求める事
業ではない。なお、観光協会会員については、会費を徴収している。

本事業に類似事業はなく廃止した場合、観光客の減少に繋がるため廃止できない。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

歳入の見込める事業を実施した場合に補助金を削減できる可能性はあるものの、人件費について
は、既に最少限度の人員で事業を行っていることから削減は難しい。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

観光協会ホームページの充実
那珂市キャラクター「ひまわり大使ナカマロちゃん」の知名度アップ
情報発信の強化

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ □ ■
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～平成26

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

・清水洞の上自然を守る会との連携 ・公園の維持管理
・第２次計画区域の整備

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

施設等整備

平成28年度）

55,700

（計画）

27年度25年度

55,500

3,000

20

（見込）

26年度

400
作業参加者数

2,500

事業概要

280,000

180

55,986

24
9

千円

06

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
3 地域資源を活かした観光の振興を図る

守る会会員数

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

公園内の維持管理及び清水洞の上自然を守る会と
の連携

20

1,500

（2）投入量の推移 単位

260,000

人

250

27年度（計画）

・清水洞の上地区を知ってもらい観光客を増やす ・郷
土愛を育む ・市民活動の活性化を図る

事 業 費 計 (A) 1,853 20,652

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

・「清水洞の上自然を守る会」が発足し、市と共同して積極的な管理活動を行っている。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
3,300

28年度（計画）

3,396 1,095

一 般 財 源

0

200

400280

162 200

課長補佐 萩野谷 真

55,300

0.15人

0.00人

400

■

清水洞の上公園設置及び管理
に関する条例

（実績）

55,835

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

2 観光資源の発掘と活用

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

0.15人

830

0.15人

0.50人

0.15人

0

千円

千円

0.00人

830
0683 00

・より良い公園にしてほしい ・次期整備工事着工を早期実現してほしい ・「清水洞の上自然を守る
会」が維持管理を継続できるのか(公園を拡大し場合を含む) ・「清水洞の上自然を守る会」会員の
高齢化が懸念される

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

正 規 職 員

11,482

3,000

211,400

国 庫 支 出 金

290,000

パンフレット作成枚数

16
回

2,000

18

年間観光入込客数

159

人

清水洞の上整備事業

0

枚

人

0

豊かな自然が残る清水洞の上地区を、様々な生物が生息
し、市民がくつろげ、自然を生かした自然体験学習ができる
貴重な場所として整備を進める。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

清水洞の上整備事業

款

商工観光グループ

01
目

03

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

20

24年度（実績）

人

26年度（見込）

平成25

産業部 商工観光課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

市民及び来園者

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

人口

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

10,652

1,543 830

860

0
100
165
265

830

1,853

0
0
0
0

10,652

守る会の作業回数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

287,800

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0

3,300
0

40,656

0
0
0
0

20,652
0

9,352

830
43,95612,652

0.15人

0.00人

21,482

830
0.00人

830

830

平成7年3月に制定した「清水洞の上地区整備研究調査報告書」に基づき、整備計画策定委員会
を組織して整備に向けた取り組みを開始した。

13,482
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(予算への反映)
□ 終了 ■ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

■ 現状維持 □ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

○

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

用地取得及び整備費用については、市が負担し、整備後の維持管理については、管理費として必
要最小限のものを除き「清水洞の上自然を守る会」が行うことから妥当である。

維持管理活動を行っている「清水洞の上自然を守る会」の活動内容も安定したものになっている。
今後は第２工区整備に向けた測量や用地買収が主な事業内容となる。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

清水洞の上自然を守る会の総会及び幹事会に
は、できる限り市職員も同席し、同守る会との意
思疎通を深め、今後予定されている第２工区整
備に向けた話し合いや、事業仕分けの結果につ
いての情報提供を行った。

千円)

千円)

265

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

今後の整備の進めるにあたっては、市と「守る会」で話し合いや調整を行い、まちづくり協議会も含めて管理可能な範囲を見極めて整備を進め
る。

□

削減

成
果

市民の誰もが利用できる「憩いの場」としての公園整備事業であるため、利用者の負担を求める事
業ではない。

本事業に類似事業はなく、廃止した場合には既整備地の荒地化や、市民の憩いの場及び観光客
の減少につながるため廃止できない。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

次期整備工事に際して生じる測量や工事委託については、委託内容を精査し、最小限の業務委
託に抑えていく。また、人件費については、既に最小限度であることから削減の余地はない。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

830

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

除草作業 ・樹木の剪定 ・グランドゴルフ場の管理 ・桜の植栽

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

管理・運営

年度）

55,887

（計画）

27年度25年度

55,500

12

308

（見込）

26年度

5,000
グランドゴルフ利用者数

12

事業概要

280,000

38,000

55,896

24
9

千円

06

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
3 地域資源を活かした観光の振興を図る

八重桜まつり入場者数

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

除草及び樹木の剪定・植栽等を行い、グランドゴル
フ場を含め公園を良好な状態に維持管理する。

309

12

（2）投入量の推移 単位

260,000

人

4,914

27年度（計画）

・来園者が快適かつ安心して利用できるようにする。

事 業 費 計 (A) 12,272 12,269

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

施設の経年劣化が進んでいる。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

944
0

28年度（計画）

22,023 15,450

一 般 財 源

0

50,000

5,0004,070

35,000 50,000

主幹 磯野 剛志

55,300

0.20人

2.00人

5,000

■

静峰ふるさと公園の設置及び
管理に関する条例

（実績）

55,835

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

2 観光資源の発掘と活用

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

0.20人

4,274

0.20人

6.00人

0.20人

3,194

千円

千円

2.00人

4,274
3,1948,636 3,1943,194

・きれいに管理されている。 ・園内にグランドゴルフ場の併設はいかがなものか。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

正 規 職 員

16,543

12

211,400

国 庫 支 出 金

290,000

管理面積

308
日

12

308

年間観光入込客数

47,000

人

静峰ふるさと公園管理事業

0

ha

人

0

「日本のさくら名所100選」に選ばれている静峰ふるさと公
園を訪れる人々が、快適に利用できるよう維持管理を行う。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

静峰ふるさと公園管理事業

款

商工観光グループ

01
目

03

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

308

24年度（実績）

人

26年度（見込）

平成25

産業部 商工観光課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

市民及び観光客

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

人口

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

12,269

9,751 4,274

1,115

0
783

10,393
11,176

1,080

11,328

0
0
0

900
11,369

作業日数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

287,800

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0

900
11,369

900
11,369

1,080
012,269

0.20人

2.00人

16,543

1,080
2.00人

4,274

1,080

町民の憩いの場を確保することを目的に開始した。

16,543
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 □ ■
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 ■ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

○

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

市が所管する公園の維持管理費は市の責務であり、市の木である「桜」を活用して那珂市のPRや
観光客の勧誘を行っていることから妥当である。

新たな品種の桜を植栽し桜の名所としてレベルアップを図るとともに、春に特化した公園ではなく、
四季を通じて集客力のある公園を目指すことで観光客の増加が見込まれる。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

春季以外に咲く花の植栽
八重桜まつり以外のイベント（夕涼みの会）の実
施

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

園内の桜の状態を樹木医により診断する時期にきている。また、新たな品種の桜を植栽する必要がある。「しどりの湯」と併せて活用法を検討す
る。

□

削減

成
果

受益者は市民及び観光客であり、市の観光PRの場でもあることから妥当でる。なお、グランドコル
フ利用者については、使用料を徴収しているため妥当である。

本事業に類似事業はなく、廃止した場合には公園の荒地化や、市民憩いの場及び観光客の減少
につながるため廃止はできない。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

借地している土地を買収することにより、将来的なコスト削減が可能であるものの、適切な維持管
理を行うための事業費や人件費であるため削減できない。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

園内の桜の高齢化が進んでいるため、桜の植栽をする
春季以外の公園の集客増加策と活用法の検討を図る
地権者との継続的な公園用地（借地）交渉を図る

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

イベントの運営の補助及びまつり期間の公園管理業務

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

イベント・行事・各種講座教室等

年度）

55,887

（計画）

27年度25年度

55,500

2

16

（見込）

26年度

3

事業概要

80

38,000

260,000

55,896

50,000

24
10

千円

06

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
3 地域資源を活かした観光の振興を図る

年間観光入込客数

47,000

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

運営主体となる実行委員会への補助金支出、実行委
員会への出席。駐車場警備、ゴミ処理、臨時トイレ借
上げ等委託契約などまつり開催に伴う事務。

18

PR回数

2

4

35,000

（2）投入量の推移 単位

63

人

27年度（計画）

・当市への観光客を増やす ・市民の郷土愛を育む

事 業 費 計 (A) 7,803 11,052

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

「日本のさくら名所100選」に選ばれていることや、長年にわたる実績やインターネットの普及によ
り、このイベントを、地域住民だけではなく市外・県外の住民に周知できるようになり、また高速道
路整備により、市

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

3,554
0

28年度（計画）

9,523 10,370

一 般 財 源

0

290,000287,800 280,000

主幹 磯野 剛志

55,300

0.30人

0.00人

■

（実績）

55,835

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 観光イベントによる地域活性化

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

0.30人

1,660

0.30人

0.00人

0.30人

0

千円

千円

0.00人

1,660
00 00

5

・桜だけではなく、四季を楽しめる公園にしてほしい。 ・継続して開催してほしい。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

5

正 規 職 員

12,712

2

76

4 5

国 庫 支 出 金

80

イベント開催日数

16
日

回

3

17

イベント参加団体数（実数）

211,400

団体

八重桜まつり事業

0

日

人

人

0

日本のさくら名所100選に選ばれている静峰ふるさと公園
で、「八重桜まつり」としてイベントを開催することにより、観
光客の誘致及び各種団体の自主活動の活性化を図る。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

八重桜まつり事業

款

商工観光グループ

01
目

03

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

来場者数(桜期間)
50,000

16

24年度（実績） 26年度（見込）

平成25

産業部 商工観光課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

市民及び観光客

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

人口

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

11,052

1,720 1,660

1,720

0
3,246
5,464
8,710

1,660

4,249

0
0
0

3,900
7,152

まつり開催日数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

73

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0

3,900
7,152

3,900
7,152

1,660
011,052

0.30人

0.00人

12,712

1,660
0.00人

1,660

1,660

町民の憩いの場を提供するために静峰ふるさと公園を造成し、観光客誘致のためイベントを開催
した。

12,712
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

○

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

那珂市の観光資源の一つであり「日本のさくら名所100選」に選ばれている当公園で開催する桜ま
つりは、那珂市のPRや観光客誘致の絶好の機会となっている。

公園の景観向上、各メディアを利用したPRの拡大、新たな発想等を取り入れたイベントを開催する
ことで、来場者数やイベント参加者の増加など事業成果の向上が期待できる。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

ホームページやメディアのＰＲ及びチラシ・ポス
ターの掲示場所の拡大を図った

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

「日本のさくら名所100選」に選ばれていることを最大限活用して、さらなる市の魅力を広く市内外に伝えていく。

□

削減

成
果

八重桜まつり期間中は駐車料金を徴収し、また、イベント期間を除き、参加団体からは公園使用料
を徴収しているため適正である。

類似事業がないことから統廃合はできず、市のPRの場等がなくなることで観光客の減少につなが
ることから廃止・休止はできない。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

すでに実施方法や実施主体を見直していることから、事業費・人件費ともに削減の余地はない。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

メディアを用いた情報発信の強化を図る。
より魅力的なイベント内容を検討し、集客力の拡大を図る。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

・飛来数確認 ・トイレや駐車場の維持管理 ・広報活動

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

その他

年度）

20,000

（計画）

27年度25年度

20,000

30

20

（見込）

26年度

280,000
年間観光入込客数

30

事業概要

200

55,700

50

9,355

55,500

24
9

千円

06

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
3 地域資源を活かした観光の振興を図る

最大白鳥飛来数(一ノ関)

55,835

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

餌の確保、古徳沼駐車場及びトイレ維持管理、広報
活動

20

32

55,986

（2）投入量の推移 単位

200

羽

211,400

27年度（計画）

・那珂市の知名度を上げ観光客を増やす。

事 業 費 計 (A) 1,065 1,242

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

白鳥の飛来する場所が分散傾向にあり、特定の湖沼にて越冬することが減少した。また、白鳥の
排泄物により水質汚染が懸念される。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

1,830 1,384

一 般 財 源

0

50

290,000287,800

57 50

主事 寺門 大輝

20,000

0.10人

0.00人

260,000

■

（実績）

10,819

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

2 観光資源の発掘と活用

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

0.10人

500

0.15人

0.00人

0.10人

0

千円

千円

0.00人

500
00 00

・餌の量が足りないので白鳥が分散しているのではないか。 ・餌の食べ残しが水質を悪化させて
いる。 ・マナーのない釣人が残したゴミ等により白鳥が負傷する場合があるため釣り禁止にしてほ
しい。 etc

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

正 規 職 員

1,804

30

155

国 庫 支 出 金

200

餌の譲受回数

10
回

255

15

最大白鳥飛来数(古徳沼)

36

羽

白鳥保護事業

0

回

人

人

0

古徳沼及び一の関ため池に飛来する白鳥の保護啓発及
び古徳沼における見学者のための施設管理

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

白鳥保護事業

款

商工観光グループ

01
目

03

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

人口
55,300

20

24年度（実績）

人

26年度（見込）

平成25

産業部 商工観光課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

・市民及び観光客 ・白鳥

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

見学者数(古徳沼)

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

1,304

765 500

765

0
0

884
884

500

1,065

0
0
0
0

1,304

市HP更新回数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

95

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

1,242
0

1,242

500
01,242

0.10人

0.00人

1,742

500
0.00人

500

500

古徳沼に飛来する白鳥の保護事業を行っていたことによる。

1,742
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 □ ■
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 ■ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

市民や観光客が白鳥を見学する際に利用する駐車場及びトイレ等の整備は、地元住民の迷惑に
ならないよう市が設置していることから、その維持管理については市の責務である。

白鳥飛来のPRを実施することにより、白鳥見学者の増加が見込まれる。また、湖沼の水質保全な
ど自然環境を整えることにより、飛来数増加が見込まれる。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

地権者との用地交渉をしようとしたが交渉に応
じてもらえず、地代の低下に至らず。

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下
○

那珂市に飛来した白鳥を見学するために来訪する多くの観光客に、市のイメージアップを図る。

□

削減

成
果

飛来した白鳥を保護するとともに、見学者の利便性の向上及び近隣住民への迷惑防止を兼ねて
いる事業であることから、受益者負担を求める事業ではない。

本事業に類似事業はなく、廃止等を行った場合、見学者の利便性が悪くなることから、見学者の減
少及び那珂市のイメージダウンにつながる。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

借地している土地を買収することにより、長期的面ではコストダウンが見込まれるものの、人件費
について、すでに最低限であることから、これ以上の削減は難しい。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

地権者と継続的な用地交渉をおこなう。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

公園の緑化管理及び施設設備の維持管理業務

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

管理・運営

年度）

17,955

（計画）

27年度25年度

17,955

80

（見込）

26年度

事業概要

0

3,040

260,000

17,955

3,040

19
9

千円

06

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
3 地域資源を活かした観光の振興を図る

年間観光入込客数

3,040

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

植栽の維持管理委託、各種設備維持管理 80

3,040

（2）投入量の推移 単位

0

人

27年度（計画）

より良い環境を保ち、市民の憩いの場を提供するとと
もに、多くの方に来園してもらう。

事 業 費 計 (A) 13,466 9,892

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

那珂市曲がり屋が隣接し、冬季には白鳥が飛来する公園として周知されてきた。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

15,009 6,668

一 般 財 源

0

290,000287,800 280,000

主事 寺門 大輝

17,955

0.15人

0.00人

■

（実績）

17,955

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

2 観光資源の発掘と活用

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

0.15人

830

0.15人

0.50人

0.15人

0

千円

千円

0.00人

830
0683 00

・池の水が汚い ・白鳥の餌が少ないのでは

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

正 規 職 員

11,122

4

国 庫 支 出 金

0

89
回

32

設備の不具合発生件数

211,400

件

一の関溜池公園管理事業

0

㎡

本

0

一の関溜池公園及び曲がり屋の適正な維持管理

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

一の関溜池公園管理事業

款

商工観光グループ

01
目

03

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

樹木管理本数
3,040

80

24年度（実績） 26年度（見込）

平成25

産業部 商工観光課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

・公園内の設備及び草木 ・公園利用者

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

一の関溜池公園面積

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

10,292

1,543 830

860

0
0

5,838
5,838

830

13,466

0
0
0
0

10,292

緑化管理回数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

3

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

9,892
0

9,892

830
09,892

0.15人

0.00人

10,722

830
0.00人

830

830

一の関溜池親水公園完成後、施設の維持管理事業として開始した。

10,722
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(予算への反映)
□ 終了 ■ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 □ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ □ ■
□ ■

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

○

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

市の財産であるため、市が管理すべきものである。

イベント会場としても使用され、市役所庁舎前にある市に顔としての公園であることから、適正に管
理することにより利用者の拡大が図られる。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

平成25年度に1筆分の借地料を「曲がり屋管理
事業」に移行した。

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

曲がり屋で展示される「つるしびな」を見に訪れる観光客は増加傾向にあり、新たな観光資源として、活性化に繋げていく。

□

削減

成
果

那珂市のイメージアップ及び公園利用者の利便性向上を図るための事業であることから、受益者
負担を求める事業ではない。

都市計画課が管理する都市公園の管理事業との統廃合の余地はあるものの、事業を廃止した場
合には、施設の良好な状態が維持できなくなり、那珂市のイメージダウンにつながる。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

事業費及び人件費については、すでに最低限の費用であることから、これ以上の削減は難しい。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

595

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

平成26年度より曲がり屋管理事業を廃止し、一の関溜池管理事業へ統廃合した。今後も有効性に
ついて検討する。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ □ ■
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～平成25

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

事業取組の委託

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

その他

平成28年度）

55,887

（計画）

27年度25年度

55,500

1

（見込）

26年度

事業概要

280,000

55,986

24
6

千円

06

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
3 地域資源を活かした観光の振興を図る

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

地域資源を発見し、新たな観光資源を創造することで
地域活性化に寄与する

1

（2）投入量の推移 単位

260,000

27年度（計画）

那珂市への観光客を増やす

事 業 費 計 (A) 0 1,000

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

平成25年度から2ヶ年の継続事業として委託したので特に変化はない。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

0 932

一 般 財 源

352

課長補佐 萩野谷 真

55,300

0.10人

0.00人

■

（実績）

55,835

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

2 観光資源の発掘と活用

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

0.10人

580

0.00人

0.00人

0.10人

0

千円

千円

0.00人

580
00 00

特になし

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

正 規 職 員

4,810

211,400

国 庫 支 出 金

290,000

0
式

0

年間観光入込客数 人

地域資源創造事業

0

人

0

市民が、普段生活している地域を新たな視点で見ることに
より、地域資源を発見するとともに、地域を愛する郷土愛の
醸成と新たな観光資源を創造し、地域の活性化に寄与す
る。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

地域資源創造事業

款

商工観光グループ

01
目

03

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

1

24年度（実績） 26年度（見込）

平成25

産業部 商工観光課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

市民及び観光客

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市民

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

4,230

0 580

0

0
0
0

352
580

0

0
4,230

0
0
0

地域資源創造事業成果物

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

287,800

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
4,595

0
0

2,000

0
0
0
0

1,000
0

1,000

580
6,5951,000

0.10人

0.00人

1,580

580
0.00人

580

580

地域資源を発見することで、新たな観光資源を創造して地域活性化に寄与させるため。

1,580
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

□ 現状維持 □ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
□ ■

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

那珂市に埋もれている地域資源を発見し、観光資源として創造することを目的に行っており、地域
活性化に寄与させることが目的なので、市が主体となることは妥当である。

地域資源の発見により、観光資源の創造がより多くできることで、観光客の増加につながり、ひい
いては地域活性化の充実が図れることになる。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下
○

市内の魅力を発見・創造することで、新たな観光資源を創造して地域活性化につなげていく。

□

削減

成
果

地域資源の創造を目的にしている事業なので、その過程において特に受益者がいるわけではな
い。

類似事業がないため統廃合はできない。地域活性化につながる地域資源が創造できれば、当初
の目的は達成できるものになる。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

平成２５年度及び２６年度については、緊急雇用創出事業を利用し、すでに民間委託をしているの
で事業費及び人件費削減の余地はない。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

地域資源発見・創造後の資源の利活用方法を検討

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

那珂市特産品のブランド認定システムの構築と運営

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

委員会・審議会等

年度）

644

（計画）

27年度25年度

644

10

（見込）

26年度

事業概要

10

7,651,240

644

19
13

千円

06

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
2 地域に活力をもたらす商工業の振興を図る

年間商品販売額（H19商業
統計販売額）

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

H25活動実績
推進協議会及び認証委員会の設立

H26活動計画
・認証マーク募集及び決定
・認証品募集及び認定

10

（2）投入量の推移 単位

10

万円

27年度（計画）

事業者に対し、特産品の意識啓発を図り特産品の積
極的な掘り起し及び開発を促進させ、特産品のイメー
ジ向上と販路拡大をに繋がり、市の産業の発展に繋
がる。

事 業 費 計 (A) 0 671

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

特になし

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

0 1,681

一 般 財 源

931

7,451,2407,651,240 7,451,240

主幹 生田目恵司

644

0.15人

0.00人

■

（実績）

648

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 商業の振興

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

0.15人

750

0.00人

0.00人

0.15人

0

千円

千円

0.00人

750
00 00

特になし

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

正 規 職 員

3,090

0

国 庫 支 出 金

10

0
件

0

認証件数

7,651,240

件

特産品ブランド化推進事業

0

人

0

特産品の付加価値向上及び競争力強化を図るため、品目
ごとに定める認証基準に適合する「那珂市特産品ブランド」
を認証して、確かな品質・技術を伝える地場産品である証を
アピールし、消費者の信頼を高め、地場産業の活性化を図
る。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

特産品ブランド化推進事業

款

商工観光グループ

01
目

02

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

10

24年度（実績） 26年度（見込）

平成25

平成25

産業部 商工観光課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

・市内特産品を生産及び加工する事業者

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

商工会部会会員数（商業・
サービス業）

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

2,340

0 750

0

0
0
0

931
750

0

0
2,340

0
0
0

申請件数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

0

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

671
0

671

750
0671

0.15人

0.00人

1,421

750
0.00人

750

750

那珂市における地域資源を活用した商品づくり、それらに関する情報発信及び維持向上を図るた
め、地域資源のブラント化を効率的に推進し、地場産業の活性化に資するため。

1,421
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

□ 現状維持 □ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

特産品をブランド認証することで、事業者の意識向上や新たなブランド商品開発に繋がり、那珂市
の産業の発展につながる。

平成25年度10月からの事業開始により推進協議会及び認証委員会を設立し、平成26年度から認
証マークの募集及び認証商品の募集を行い、地域産業の推進を図っていく。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

市内の優れた地域資源を活用した商品を市の特産品ブランドとし、地場産業の活性化を図る。

□

削減

成
果

特産品ブランド認証制度は、事業者の意識向上や新たなブランド商品開発を目的としているので、
事業者の負担を求める事業ではない。

類似がないため統廃合はできない。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

平成25年度及び26年度ついては、雇用創出事業を利用し事業費を捻出しており、削減の余地はな
い。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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